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〈今月の紙面〉
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農
水
省
は
８
月
３０
日
、
２０
年
度
農
林
水
産
関
係
予
算
の
概
算
要
求
を
決
定
し
、
財
務
省

に
提
出
し
た
。
総
額
は
、
今
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
１８
・
２
㌫
増
の
２
兆
７
３
０
７
億
円

と
な
っ
た
。
農
林
水
産
業
の
成
長
産
業
化
に
向
け
て
、
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
力
強

化
や
「
ス
マ
ー
ト
農
業
」
の
導
入
・
実
証
の
推
進
な
ど
に
重
点
を
置
い
た
。
消
費
・
安
全

対
策
で
は
、
家
畜
伝
染
性
疾
病
及
び
重
要
病
害
虫
関
係
の
予
算
を
大
幅
に
増
や
し
た
。

日
米
両
政
府
は
８
月
２１
日

か
ら
３
日
間
、
米
ワ
シ
ン
ト

ン
で
貿
易
協
定
交
渉
に
関
す

る
閣
僚
会
合
を
開
き
、
農
産

品
、
工
業
品
の
主
要
項
目
に

つ
い
て
、
意
見
の
一
致
を
み

た
。
２５
日
に
は
フ
ラ
ン
ス
で

日
米
首
脳
会
談
が
開
か
れ
、

閣
僚
会
合
の
結
果
を
確
認
す

る
と
と
も
に
、
９
月
末
の
協

定
の
署
名
を
目
指
し
、
残
さ

れ
た
作
業
を
加
速
さ
せ
る
こ

と
で
一
致
し
た
。
４
月
に
開

始
さ
れ
た
交
渉
の
早
期
妥
結

の
可
能
性
が
高
ま
っ
た
。

会
談
に
同
席
し
た
茂
木
敏

充
経
済
再
生
担
当
大
臣
は
記

者
会
見
で
、
「
農
産
品
に
つ

い
て
は
、
過
去
の
経
済
連
携

協
定
の
範
囲
内
で
米
国
が
他

国
に
劣
後
し
な
い
状
況
を
早

期
に
実
現
す
る
」
と
説
明
し

た
。
ま
た
、
貿
易
協
定
交
渉

と
は
別
に
、
大
量
の
米
国
産

飼
料
用
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
を
前

倒
し
で
輸
入
す
る
方
針
が
明

ら
か
に
な
っ
た
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
連
携

協
定
）
１１
が
昨
年
１２
月
に
発

効
し
、
農
産
品
の
関
税
率
な

ど
は
、
４
月
か
ら
２
年
目
の

水
準
と
な
っ
て
い
る
。
Ｔ
Ｐ

Ｐ
を
離
脱
し
た
米
国
の
競
争

力
が
落
ち
て
い
る
。
米
国
は

交
渉
で
農
産
品
、
特
に
牛
肉

及
び
豚
肉
の
市
場
開
放
を
強

く
求
め
た
模
様
。
品
目
ご
と

の
具
体
的
な
交
渉
内
容
は
明

ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
、
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ

に
続
き
、
日
米
貿
易
協
定
が

発
効
す
る
と
、
市
場
開
放
が

一
段
と
進
む
。
安
価
な
輸
入

品
が
増
加
し
、
国
内
生
産
基

盤
が
さ
ら
に
縮
小
す
る
こ
と

が
危
惧
さ
れ
る
。

予
算
の
内
訳
は
、
公
共
事

業
費
が
１９
年
度
当
初
予
算
比

２１
・
１
㌫
増
の
８
４
３
６
億

円
、
非
公
共
事
業
費
が
１６
・

９
㌫
増
の
１
兆
８
８
７
１
億

円
。重

点
事
項
の
う
ち
、
農
業

関
係
は
６
つ
。
ま
ず
、
「
農

林
水
産
物
・
食
品
の
政
府
一

体
と
な
っ
た
輸
出
力
強
化
と

高
付
加
価
値
化
」
を
柱
に
掲

げ
た
。
輸
出
先
国
の
輸
入
規

制
へ
の
政
府
一
体
で
の
対
応

を
実
現
す
る
た
め
の
司
令
塔

組
織
の
創
設
に
１５
億
円
、
輸

出
手
続
き
の
迅
速
化
に
７
億

円
を
新
規
で
要
求
し
た
。

生
産
段
階
で
の
食
品
安
全

確
保
へ
の
対
応
強
化
は
今
年

度
当
初
予
算
比
１３
億
円
増
の

１９
億
円
を
計
上
し
、
輸
出
先

国
か
ら
求
め
ら
れ
る
生
産
段

階
の
食
品
安
全
等
の
規
制
に

対
応
す
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
産

地
づ
く
り
の
強
化
は
１４
億
円

増
の
１６
億
円
を
計
上
し
、
輸

出
先
国
の
検
疫
条
件
を
満
た

す
農
産
物
の
生
産
な
ど
を
支

援
す
る
。

２
つ
目
の
柱
は
「
『
ス
マ

ー
ト
農
業
』
の
実
現
と
強
い

農
業
の
た
め
の
基
盤
づ
く

り
」
。
ス
マ
ー
ト
農
業
総
合

推
進
対
策
事
業
に
約
１０
倍
の

５１
億
円
を
要
求
し
た
。
自
動

運
転
農
機
や
ド
ロ
ー
ン
、
ロ

ボ
ッ
ト
な
ど
最
先
端
技
術
の

現
場
へ
の
導
入
・
実
証
に
加

え
て
、
地
域
で
の
戦
略
づ
く

り
な
ど
を
支
援
す
る
。
強
い

農
業
・
担
い
手
づ
く
り
総
合

支
援
交
付
金
は
６６
億
円
増
の

２
９
６
億
円
を
計
上
。
農
業

用
機
械
・
施
設
の
導
入
を
支

援
す
る
と
と
も
に
、
核
と
な

る
農
業
者
と
事
業
者
と
が
一

体
と
な
っ
て
、
安
定
供
給
を

実
現
す
る
新
た
な
生
産
モ
デ

ル
の
構
築
も
支
援
す
る
。
ま

た
、
畜
産
・
酪
農
の
競
争
力

強
化
の
た
め
、
畜
産
・
酪
農

経
営
安
定
対
策
は
所
要
額
と

し
て
、
６
億
円
増
の
２
２
３

０
億
円
を
計
上
し
た
（
３
面

に
畜
産
・
酪
農
関
係
の
事
業

を
掲
載
）
。

「
担
い
手
へ
の
農
地
集
積

・
集
約
化
等
に
よ
る
構
造
改

革
の
推
進
」
で
は
、
「
人
・

農
地
プ
ラ
ン
」
の
実
質
化
と

農
地
中
間
管
理
機
構
等
に
よ

る
担
い
手
へ
の
農
地
集
積
・

集
約
化
の
加
速
化
に
３１
億
円

増
の
２
０
１
億
円
を
計
上
。

人
・
農
地
プ
ラ
ン
の
実
質
化

の
推
進
、機
構
の
事
業
運
営
、

農
業
委
員
会
の
活
動
な
ど
を

支
援
す
る
。
農
業
人
材
力
強

化
総
合
支
援
事
業
は
２８
億
円

増
の
２
３
８
億
円
を
計
上
。

次
世
代
を
担
う
人
材
を
育
成

・
確
保
す
る
た
め
、
就
農
準

備
、
経
営
開
始
に
要
す
る
資

金
、
農
業
法
人
で
の
実
践
研

修
な
ど
を
支
援
す
る
。

「
水
田
フ
ル
活
用
と
経
営

所
得
安
定
対
策
の
着
実
な
実

施
」
で
は
、
水
田
活
用
の
直

接
支
払
交
付
金
と
し
て
今
年

度
と
同
額
の
３
２
１
５
億

円
、
畑
作
物
の
直
接
支
払
交

付
金
は
３１
億
円
増
の
２
０
２

９
億
円
、
米
・
畑
作
物
の
収

入
減
少
影
響
緩
和
対
策
交
付

金
は
同
額
の
７
４
０
億
円
を

そ
れ
ぞ
れ
計
上
し
た
。

「
食
の
安
全
・
消
費
者
の

信
頼
確
保
」
に
関
し
て
は
、

豚
コ
レ
ラ
な
ど
家
畜
伝
染
性

疾
病
、
ツ
マ
ジ
ロ
ク
サ
ヨ
ト

ウ
な
ど
重
要
病
害
虫
の
対
策

と
し
て
、
消
費
・
安
全
対
策

交
付
金
に
２
・
５
倍
の
５０
億

円
を
要
求
。
家
畜
衛
生
等
総

合
対
策
は
９
億
円
増
の
６１
億

円
を
計
上
し
、
ア
フ
リ
カ
豚

コ
レ
ラ
な
ど
の
水
際
対
策
を

強
化
す
る
。

「
農
山
漁
村
の
活
性
化
」

で
は
、
多
面
的
機
能
支
払
交

付
金
に
４
９
３
億
円
、
中
山

間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金

に
２
６
９
億
円
、
環
境
保
全

型
農
業
直
接
支
払
交
付
金
に

２７
億
円
と
、
そ
れ
ぞ
れ
今
年

度
以
上
を
計
上
し
た
。ま
た
、

農
泊
や
農
福
連
携
な
ど
を
推

進
す
る
農
山
漁
村
振
興
交
付

金
は
２
億
円
増
の
１
０
０
億

円
、
鳥
獣
被
害
防
止
対
策
と

ジ
ビ
エ
利
活
用
の
推
進
は
１８

億
円
増
の
１
２
２
億
円
を
要

求
し
た
。

今
年
度
の
全
国
開
拓
青

年
・
女
性
研
修
会
は
、
全

日
本
開
拓
者
連
盟
・
全
開

連
・
全
国
開
拓
振
興
協
会

の
開
拓
中
央
三
団
体
共
催

に
よ
り
、
１０
月
１６
日
か
ら

１８
日
ま
で
の
３
日
間
、
青

森
県
下
で
実
施
さ
れ
る
。

こ
の
ほ
ど
開
催
要
領
が

ま
と
ま
り
、
事
務
局
の
全

日
本
開
拓
者
連
盟
は
、
三

団
体
会
員
宛
に
要
領
と
参

加
申
込
書
を
送
付
し
た
。

１
０
０
名
の
参
加
を
予
定

し
て
い
る
。

１
日
目
は
、
八
戸
市
番

町
の
「
八
戸
グ
ラ
ン
ド
ホ

テ
ル
」
に
集
合
し
、
講
演

研
修
、
懇
親
会
を
行
う
。

講
師
は
、
八
戸
市
出
身
の

チ
ー
ム
フ
ロ
ー
認
定
メ
ン

タ
ル
プ
ロ
コ
ー
チ
・
津
村

柾
広
氏
。
津
村
氏
は
、
人

材
育
成
研
修
、
学
校
及
び

部
活
な
ど
の
コ
ー
チ
ン
グ

で
、
多
く
の
ク
ラ
イ
ア
ン

ト
か
ら
の
要
望
に
応
え
て

い
る
。
講
演
で
は
「
元
気

が
出
る
心
の
ス
イ
ッ
チ
の

入
れ
方
〜
人
生
や
仕
事
を

１０
倍
楽
し
む
！
」
と
題
し

て
語
る
。

２
日
目
は
現
地
視
察
研

修
と
見
学
。
貸
し
切
り
バ

ス
な
ど
に
分
乗
し
て
、
上

北
郡
東
北
町
の
北
栄
地
区

酪
農
施
設
を
訪
問
し
、
視

察
研
修
す
る
。
昼
食
後
、

青
森
市
に
向
か
い
、
物
産

館
や
リ
ン
ゴ
園
な
ど
を
見

学
し
、
宿
泊
場
所
で
あ

る
、
「
ホ
テ
ル
ル
ー
ト
イ

ン
青
森
駅
前
」
に
入
る
。

３
日
目
は
朝
食
後
、
自

由
解
散
す
る
。

第
４
次
安
倍
再
改
造
内
閣

が
９
月
１１
日
発
足
し
、
農
林

水
産
大
臣
に
は
初
入
閣
の
江

藤
拓
氏
（
５９
歳
、
自
民
、
衆

・
宮
崎
２
区
、
当
選
６
回
）

が
就
任
し
た
。

江
藤
氏
は
、
農
林
水
産
副

大
臣
や
衆
議
院
農
林
水
産
委

員
会
委
員
長
な
ど
を
歴
任
。

昨
年
１０
月
の
内
閣
改
造
で
首

相
補
佐
官
に
就
任
し
、
「
ふ

る
さ
と
づ
く
り
の
推
進
及
び

農
林
水
産
物
の
輸
出
振
興
」

を
担
当
し
て
き
た
。

就
任
記
者
会
見
で
、
食
料

自
給
率
や
自
給
力
の
強
化
に

向
け
、
「
ま
ず
は
生
産
基
盤

を
し
っ
か
り
確
保
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
」
と
述
べ
た
。

ま
た
、
副
大
臣
に
は
伊
東

良
孝
氏
（
７０
歳
、
自
民
、
衆

・
北
海
道
７
区
、
当
選
４
回
）

と
、
加
藤
寛
治
氏
（
７３
歳
、

自
民
、
衆
・
長
崎
２
区
、
当

選
３
回
）
が
就
任
し
た
。

農
水
省
の
２０
年
度
税
制
改

正
要
望
事
項
が
ま
と
ま
っ

た
。
既
存
措
置
関
係
で
は
、

農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金

制
度
の
２
年
延
長
（
所
得
税

・
法
人
税
）
、
農
林
漁
業
用

Ａ
重
油
に
対
す
る
石
油
石
炭

税
の
免
税
・
還
付
措
置
の
３

年
延
長
、
肉
用
牛
の
売
却
に

よ
る
農
業
所
得
の
課
税
特
例

措
置
の
３
年
延
長
な
ど
を
盛

り
込
ん
だ
。

新
規
・
拡
充
措
置
関
係
で

は
、
認
定
新
規
就
業
者
が
一

定
の
貸
し
付
け
を
受
け
て
機

械
な
ど
を
購
入
し
た
場
合
の

課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
創

設
（
固
定
資
産
税
）
な
ど
を

要
望
し
て
い
る
（
３
面
に
概

要
掲
載
）
。

農
水
省
は
８
月
３０
日
、
２０

年
度
組
織
・
定
員
要
求
を
発

表
し
た
。
和
牛
遺
伝
資
源
の

流
通
管
理
の
適
正
化
や
保
護

の
強
化
を
図
る
た
め
、
「
家

畜
遺
伝
資
源
管
理
保
護
室
」

（
仮
称
）
を
設
置
す
る
と
と

も
に
、
優
良
な
植
物
品
種
の

海
外
流
出
防
止
の
た
め
の
体

制
を
強
化
す
る
。

農
林
水
産
物
・
食
品
の
さ

ら
な
る
輸
出
拡
大
に
向
け

て
、
輸
出
先
国
の
規
制
へ
の

対
応
を
強
化
す
る
た
め
、
農

林
水
産
大
臣
を
本
部
長
と
す

る
司
令
塔
組
織
と
し
て
、「
農

林
水
産
物
・
食
品
輸
出
促
進

本
部
」
（
仮
称
）
を
設
置
す

る
。
さ
ら
に
、
「
海
外
輸
入

規
制
対
策
課
」
（
同
）
も
設

け
る
。

２０２０年度農林水産予算概算要求の骨子
（億円、％）

前年度比

１１８．２
１２１．１
１２１．７
１００．０
１１６．９

２０１９年度
予算額
２３，１０８
６，９６６
６，７７０
１９６

１６，１４２

２０２０年度
要求・要望額

２７，３０７
８，４３６
８，２４０
１９６

１８，８７１

区分

農林水産予算総額
公共事業費
一般公共事業費
災害復旧等事業費
非公共事業費

第
４
次
安
倍
再
改
造
内
閣
が
発
足

概
算
要
求
１８
・
２
％
増
、２
兆
７３０７
億
円

農
水
大
臣
に
江
藤
拓
氏

２０
年
度

農
水
予
算

輸
出
、ス
マ
ー
ト
農
業
に
重
点

肉免延長盛り込む

農水省２０年度
税制改正要望

貿
易
協
定
署
名
に
向
け
て
加
速

和
牛
遺
伝
資
源
の

管
理
保
護
室
新
設

全国開拓青年・女性研修会開催

日
米
首
脳
会
談
で
一
致

２０
年
度
農
水
省

１０月１６～１８日 青森県下で

・〈緊急寄稿〉やはり「失うだけの日米ＦＴＡ」
（２面）

・２０年度農林水産予算概算要求の重点事項（３面）
・秋の農作業安全確認運動スタート （４面）
・ホウレンソウ 土壌消毒剤の混和・ビニール被
覆省略 （５面）
・牧草地雑草「イタドリ」サイレージ化 （６面）
・肥育牛ふん堆肥 暗きょ管設置で発酵促進

（７面）
・畜産物需給見通し （８面）

講演と現地視察

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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▽
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
水
準
」

を
意
図
的
に
強
調
す

る
姑
息

日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を
め
ぐ

っ
て
、
多
く
の
報
道
で
農
産

物
の
開
放
を
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
水
準

に
と
ど
め
た
」
か
の
よ
う
に

強
調
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ

は
間
違
い
で
あ
る
。

①
そ
も
そ
も
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
水

準
が
大
問
題
だ
っ
た
の
だ
か

ら
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
水
準
に
と
ど
ま

っ
た
か
ら
よ
か
っ
た
か
の
よ

う
な
報
道
が
根
本
的
に
お
か

し
い
。

②
加
え
て
、
米
中
貿
易
戦

争
の
「
尻
拭
い
」
役
と
し

て
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
な
ど
の

大
規
模
な
追
加
輸
入
の
約
束

が
セ
ッ
ト
で
行
わ
れ
た
の
だ

か
ら
、
こ
れ
は
明
ら
か
な

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
超
え
」
だ
。

▽
米
国
の
余
剰
穀
物

の
「
廃
棄
場
」
？
〜

５
月
の
大
統
領
発
言

の
意
味

そ
れ
に
し
て
も
、
日
本
の

飼
料
用
輸
入
の
３
ヵ
月
分
、

３
０
０
万
㌧
近
く
も
の
ト
ウ

モ
ロ
コ
シ
の
追
加
輸
入
は
異

常
な
量
で
あ
り
、
ど
う
や
っ

て
処
理
す
る
の
か
理
解
に
苦

し
む
。

政
府
は
害
虫
に
よ
る
食
害

の
た
め
に
不
足
す
る
か
ら
追

加
輸
入
す
る
と
、
取
っ
て
つ

け
た
言
い
訳
を
し
て
い
る

が
、
そ
も
そ
も
食
害
は
ほ
と

ん
ど
起
き
て
い
な
い
と
農
林

水
産
省
の
担
当
課
も
認
め
て

い
る
。

「
す
で
に
８
月
初
旬
に
政

府
は
前
倒
し
輸
入
を
決
め
て

い
た
の
だ
か
ら
、
食
害
対
策

が
先
に
あ
っ
た
」
と
い
う
指

摘
が
あ
る
が
、
５
月
末
の
東

京
で
の
日
米
首
脳
会
談
の
あ

と
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が

「
日
本
と
の
貿
易
交
渉
で
大

き
な
進
展
が
あ
っ
た
。
農
産

品
と
牛
肉
は
大
変
な
影
響
が

あ
る
。
７
月
の
選
挙
の
後
、

大
き
な
数
字
を
期
待
し
て
い

る
」
と
ツ
イ
ー
ト
し
、
加
え

て
、記
者
会
見
で
も「
お
そ
ら

く
８
月
に
両
国
に
と
っ
て
素

晴
ら
し
い
こ
と
が
発
表
さ
れ

る
と
思
う
」と
発
言
し
、「
Ｔ

Ｐ
Ｐ
な
ん
か
関
係
な
い
」
と

言
い
放
っ
た
こ
と
を
思
い
返

せ
ば
、
５
月
の
時
点
で
穀
物

輸
入
が
決
ま
っ
て
い
た
と
考

え
る
の
が
自
然
で
あ
る
。

ま
た
、
食
害
が
懸
念
さ
れ

て
い
る
日
本
の
飼
料
用
ト
ウ

モ
ロ
コ
シ
は
葉
や
茎
を
青
刈

り
し
て
発
酵
さ
せ
る
粗
飼
料

で
あ
る
が
、
米
国
か
ら
輸
入

し
て
い
る
の
は
濃
厚
飼
料
と

な
る
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
の
実

（
粒
）
で
「
別
物
」
で
あ
る
。

粗
飼
料
と
濃
厚
飼
料
の
給
与

に
は
バ
ラ
ン
ス
が
必
要
で
、

完
全
に
は
代
替
で
き
な
い
。

国
産
の
コ
メ
を
ト
ウ
モ
ロ

コ
シ
に
代
わ
る
飼
料
に
し
よ

う
と
推
進
し
て
い
る
エ
サ
米

政
策
と
も
真
っ
向
か
ら
バ
ッ

テ
ィ
ン
グ
す
る
。

要
は
、「
追
加
輸
入
あ
り
き

で
理
由
は
後
付
け
」
の
感
が

強
い
。
残
念
な
が
ら
、
日
本

は
、
米
国（
大
統
領
）の
「
忠

実
な
手
下
」
（
ワ
シ
ン
ト
ン

ポ
ス
ト
紙
）と
し
て
、「
親
分
」

の
後
始
末
を
す
る「
廃
棄
場
」

（dumpingground

）
に

な
っ
た
と
言
わ
れ
て
も
反
論

し
づ
ら
い
。

処
理
方
法
と
し
て
は
、
３

国
間
貿
易
（
日
本
が
買
っ
た

形
に
し
て
モ
ノ
は
直
接
別
の

国
に
米
国
か
ら
送
る
）
、
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
を
つ
く
る

と
か
が
考
え
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、注
意
す
べ
き
は
、

米
国
の
中
国
向
け
農
産
物
で

行
き
場
を
失
っ
た
の
は
大
豆

で
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
は
、
近

年
、
中
国
向
け
輸
出
は
ほ
と

ん
ど
な
い
。
た
だ
、
ト
ウ
モ

ロ
コ
シ
需
給
も
緩
和
し
て
お

り
、
シ
カ
ゴ
相
場
が
暴
落
し

て
い
る
。
米
国
農
家
は
大
豆

と
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
と
小
麦
を

輪
作
し
て
い
る
の
で
、
日
本

の
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
買
い
付
け

で
相
場
が
上
昇
す
れ
ば
、
穀

物
農
家
は
助
か
る
。
日
本
の

畜
産
農
家
に
と
っ
て
は
飼
料

コ
ス
ト
ア
ッ
プ
の
不
利
益
を

被
る
こ
と
に
な
る
。

▽
乳
製
品
枠
な
ど
が

「
二
重
」
に
課
さ
れ

る
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
超
え
」

牛
肉
・
豚
肉
の
関
税
削
減

で
遅
れ
を
と
っ
た
分
を
早
く

取
り
戻
し
た
い
と
い
う
米
側

の
要
請
に
応
え
て
、
ア
ー
リ

ー
・
ハ
ー
ベ
ス
ト
（
先
行
実

施
）
的
に
急
ぐ
も
の
を
中
心

に
決
め
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
合
意
し

て
い
た
コ
メ
の
米
国
枠
は
調

整
中
で
、
乳
製
品
な
ど
の
米

国
枠
の
設
定
は
見
送
ら
れ
た

と
の
報
道
が
あ
る
。
こ
れ
に

つ
い
て
は
、

①
ま
ず
、
牛
肉
・
豚
肉
な

ど
の
関
税
削
減
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
速
め
て
他
国
に
合
わ
せ

る
こ
と
は
、
協
定
と
し
て
は

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
超
え
」
だ
。

②
ま
た
、Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
で
は
、

米
国
も
含
め
た
全
体
の
輸
入

枠
を
、米
国
が
抜
け
た
の
に
、

そ
の
ま
ま
他
の
１１
ヵ
国
に
適

用
し
た
品
目
が
、
乳
製
品
も

含
め
て
３３
品
目
も
あ
る
。
こ

れ
ら
に
つ
い
て
、
日
米
２
国

間
で
米
国
枠
を
「
二
重
」
に

再
設
定
す
れ
ば
、
た
だ
ち
に

「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
超
え
」
と
な
る
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
合
意
し
て
い
た
乳

製
品
な
ど
の
自
国
分
を
米
国

が
放
棄
す
る
わ
け
は
な
く
、

「
見
送
り
」
と
い
っ
て
も
、

再
協
議
さ
れ
る
と
考
え
る
の

が
自
然
で
あ
る
。
だ
か
ら
、

こ
れ
は
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
超
え
を
回

避
し
た
」
わ
け
で
は
な
く
、

現
時
点
で
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
水
準
」

と
報
道
す
る
の
は
間
違
い

だ
。③

コ
メ
の
輸
入
に
つ
い
て

は
、
７
万
㌧
の
米
国
の
Ｔ
Ｐ

Ｐ
新
設
枠
を
２
国
間
交
渉
で

１５
万
㌧
ま
で
増
や
す
よ
う
、

米
国
の
コ
メ
団
体
は
要
求
し

て
い
た
。
た
だ
し
、
す
で
に
、

日
本
が
別
枠
の
輸
入
（
Ｓ
Ｂ

Ｓ
米
）
で
米
国
産
米
の
購
入

を
増
や
そ
う
と
努
力
し
て
い

る
傾
向
が
あ
り
、
ど
の
よ
う

な
数
字
で
落
ち
着
く
か
、
注

視
す
る
必
要
が
あ
る
。

▽
日
本
の
唯
一
の
成

果
は
反
故
に

一
方
、
普
通
自
動
車
の
２

・
５
㌫
の
関
税
は
２５
年
後
に

撤
廃
、
大
型
車
の
２５
㌫
の
関

税
は
２９
年
間
現
状
の
ま
ま

で
、
そ
の
間
に
日
本
が
安
全

基
準
の
緩
和
を
着
実
に
履
行

す
れ
ば
３０
年
後
に
撤
廃
す
る

と
い
う
気
の
遠
く
な
る
よ
う

な
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
の
日
米
合
意
さ

え
、
米
国
は
破
棄
す
る
と
し

て
い
る
。

▽
ま
さ
に
「
失
う
だ

け
の
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
」

〜
エ
ン
ド
レ
ス
に
続

く
「
２５
％
」
の
威
嚇

効
果農

産
物
は
米
中
紛
争
の

「
尻
拭
い
」
も
含
め
た
Ｔ
Ｐ

Ｐ
水
準
超
え
の
一
方
で
、
成

果
と
し
て
い
た
自
動
車
の
約

束
は
反
故
に
さ
れ
た
の
だ
か

ら
、
ま
さ
に
、
得
る
も
の
は

な
く
、
「
失
う
だ
け
の
日
米

Ｆ
Ｔ
Ａ
」
で
あ
る
こ
と
は
間

違
い
な
い
。
自
動
車
へ
の
２５

㌫
の
追
加
関
税
に
脅
さ
れ

て
、
や
は
り
差
し
出
す
だ
け

に
な
っ
た
。

恐
ろ
し
い
の
は
、
味
を
し

め
た
米
国
大
統
領
は
、
引
き

続
き
２５
㌫
関
税
を
ち
ら
つ
か

せ
る
こ
と
で
、
際
限
な
く
日

本
に
「
尻
拭
い
」
・
「
肩
代

わ
り
」
を
要
求
し
て
く
る
と

い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
関

係
を
断
ち
切
ら
な
い
限
り
、

日
本
国
民
の
未
来
は
暗
い
。

し
か
し
、
過
去
に
日
本
が

「
勝
ち
取
っ
た
」
も
の
が
あ

る
日
米
交
渉
が
存
在
し
た
か

と
い
う
と
、
そ
も
そ
も
、
戦

後
ず
っ
と
、
米
国
の
要
求
に

順
次
応
え
て
差
し
出
し
て
い

く
「
失
う
だ
け
」
の
交
渉
が

延
々
と
続
い
て
き
た
。
ず
る

ず
る
と
米
国
の
要
求
に
応
え

続
け
る
対
米
従
属
的
な
政
治

・
外
交
姿
勢
か
ら
脱
却
で
き

な
い
限
り
、
問
題
は
永
続
す

る
こ
と
を
改
め
て
深
刻
に
認

識
し
な
い
と
い
け
な
い
。

▽
捏
造
語
Ｔ
Ａ
Ｇ
は

い
つ
の
間
に
か
消
え
た

ま
た
、
「
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
な

い
」
と
ご
ま
か
す
た
め
に
、

日
米
共
同
声
明
を
捏
造
し
て

Ｔ
Ａ
Ｇ
だ
と
言
い
張
っ
た

が
、
案
の
定
、
今
は
Ｔ
Ａ
Ｇ

と
い
う
呼
称
は
消
え
た
。
Ｆ

Ｔ
Ａ
交
渉
入
り
を
ご
ま
か
す

た
め
の
方
便
だ
っ
た
こ
と
が

明
白
に
な
っ
た
。
や
ら
な
い

と
国
民
に
言
っ
た
こ
と
を
そ

の
場
し
の
ぎ
で
ご
ま
か
し
て

進
め
て
い
く
姑
息
な
姿
勢
が

ど
こ
ま
で
も
続
い
て
い
る
。

農
水
省
は
８
月
９
日
、
１８

年
新
規
就
農
者
調
査
（
１９
年

２
月
１
日
現
在
）
の
結
果
を

公
表
し
た
。
新
規
就
農
者
は

５
万
５
８
１
０
人
で
、
前
年

比
０
・
３
㌫
増
と
前
年
並
み

だ
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
４９
歳

以
下
は
１
万
９
２
９
０
人

（
全
体
の
３４
・
６
㌫
、
前
年

比
２
・
７
㌽
低
下
）
で
、
７

・
１
㌫
減
少
し
た
。
１６
年
か

ら
減
少
傾
向
と
な
り
、
５
年

ぶ
り
に
２
万
人
を
割
り
込
ん

だ
。
生
産
基
盤
の
維
持
・
強

化
に
は
、
若
年
層
の
人
材
確

保
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

新
規
就
農
者
は
２
年
連
続

で
５
万
人
台
に
と
ど
ま
っ

た
。
性
別
に
み

る
と
、
男
４
万

２
３
９
０
人
で

０
・
１
㌫
減
、

女
１
万
３
４
２

０
人
で
１
・
４

㌫
増
と
な
っ
て

い
る
。
う
ち
４９

歳
以
下
は
、
男

１
万
４
３
１
０

人
、
女
４
９
８

０
人
で
、
そ
れ

ぞ
れ
６
・
３
㌫
、
９
・
１
㌫

減
少
し
た
。

就
農
形
態
別
に
み
る
と
、

家
族
経
営
体
の
世
帯
員
で
、

「
学
生
」
や
「
他
に
雇
わ
れ

て
勤
務
が
主
」
か
ら
「
自
営

農
業
へ
の
従
事
が
主
」
に
な

っ
た
「
新
規
自
営
農
業
就
農

者
」
は
３
・
０
㌫
増
の
４
万

２
７
５
０
人
だ
っ
た
。
う
ち

４９
歳
以
下
は
９
８
７
０
人

で
、
２
・
２
㌫
減
少
し
た
。

新
規
学
卒
就
農
者
は
１
１
０

０
人
で
、
２７
・
６
㌫
減
と
大

き
く
減
っ
て
い
る
。
一
方
、

６０
歳
以
上
は
２
万
７
０
３
０

人
と
１１
・
１
㌫
増
え
、
新
規

就
農
者
数
全
体
を
押
し
上
げ

た
。法

人
な
ど
に
常
雇
い
（
年

間
７
ヵ
月
以
上
）
と
し
て
雇

用
さ
れ
、
農
業
に
従
事
す
る

こ
と
に
な
っ
た
「
新
規
雇
用

就
農
者
」
は
６
・
７
㌫
減
の

９
８
２
０
人
で
、
４
年
ぶ
り

に
１
万
人
を
下
回
っ
た
。
う

ち
４９
歳
以
下
は
７
０
６
０
人

で
、
１１
・
３
㌫
減
少
し
た
。

新
規
学
卒
就
農
者
は
１
８
２

０
人
で
、
５
・
２
㌫
減
っ
て

い
る
。
な
お
、
非
農
家
出
身

が
８
０
４
０
人
で
、
全
体
の

８１
・
９
㌫
を
占
め
て
い
る
。

土
地
や
資
金
を
独
自
に
調

達
し
、
農
業
経
営
を
開
始
し

た
経
営
の
責
任
者
や
共
同
経

営
者
で
あ
る
「
新
規
参
入

者
」
は
１１
・
０
㌫
減
の
３
２

４
０
人
だ
っ
た
。
う
ち
４９
歳

以
下
は
２
３
６
０
人
で
、
１２

・
９
㌫
減
少
し
た
。

営
農
部
門
別
に
新
規
参
入

者
数
を
み
る
と
、
露
地
野
菜

作
が
１
０
６
０
人
と
最
も
多

く
、
次
い
で
施
設
野
菜
作
が

６
７
０
人
、
果
樹
作
が
５
１

０
人
と
な
っ
て
い
る
。

農
水
省
は
８
月
２１
日
、
都

内
で
食
料
・
農
業
・
農
村
政

策
審
議
会
畜
産
部
会
（
１９
年

度
第
４
回
）
を
開
き
、
生
乳

流
通
業
者
ら
４
名
か
ら
ヒ
ア

リ
ン
グ
を
行
っ
た
。
今
年

度
、
次
期
「
酪
農
及
び
肉
用

牛
生
産
の
近
代
化
を
図
る
た

め
の
基
本
方
針
」（
酪
肉
近
）

の
策
定
に
向
け
て
、
関
係
者

か
ら
意
見
を
聞
い
て
い
る
。

栃
木
県
那
須
郡
那
須
町
高
久

甲
・
大
同
開
拓
の
㈲
那
須
高

原
今
牧
場
（
今
耕
一
・
代
表

取
締
役
）
の
チ
ー
ズ
工
房
の

取
り
組
み
が
発
表
さ
れ
た
。

同
牧
場
の
加
工
部
門
責
任

者
で
あ
る
高
橋
雄
幸
氏
が
意

見
を
述
べ
た
。
現
在
、
経
産

牛
２
０
０
頭
、
育
成
牛
５０

頭
、山
羊
４０
頭
な
ど
を
飼
育
。

チ
ー
ズ
工
房
は
１２
年
４
月
、

牧
場
内
に
オ
ー
プ
ン
し
た
。

牛
・
山
羊
チ
ー
ズ
の
製
造
・

販
売
を
行
っ
て
い
る
。
山
羊

チ
ー
ズ
は
、
高
橋
氏
に
製
造

経
験
が
あ
っ
た
こ
と
と
、
差

別
化
を
図
る
た
め
に
製
造
・

販
売
を
始
め
た
。

チ
ー
ズ
工
房
業
界
の
現
状

や
、
品
質
向
上
と
安
定
化
の

課
題
を
指
摘
。同
牧
場
で
は
、

毎
年
、
フ
ラ
ン
ス
か
ら
技
術

者
を
招
聘
し
て
指
導
を
受

け
、
品
質
向
上
に
よ
り
、
販

路
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
を

紹
介
。
施
設
整
備
や
販
路
開

拓
の
た
め
、日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ（
経

済
連
携
協
定
）
国
内
対
策
な

ど
の
継
続
を
要
望
し
た
。

ホ
ク
レ
ン
と
九
州
生
乳
販

連
の
代
表
は
、
指
定
生
乳
生

産
者
団
体
の
役
割
の
重
要
性

を
訴
え
、
需
給
調
整
な
ど
の

機
能
を
酪
肉
近
に
位
置
付
け

る
よ
う
求
め
た
。
（
一
社
）

日
本
乳
業
協
会
は
、
北
海
道

と
都
府
県
の
生
乳
需
給
の
ミ

ス
マ
ッ
チ
な
ど
の
課
題
を
指

摘
。
少
子
高
齢
化
に
よ
る
消

費
構
造
・
嗜
好
の
変
化
に
対

応
し
た
新
商
品
の
開
発
、
付

加
価
値
の
提
供
な
ど
、
乳
業

と
し
て
の
検
討
の
方
向
性
を

示
し
た
。

同
部
会
は
次
回
以
降
、
こ

れ
ま
で
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
論

点
を
整
理
し
、
今
後
の
酪
農

及
び
肉
用
牛
生
産
が
目
指
す

べ
き
姿
を
議
論
す
る
。

〈緊急寄稿〉

４９
歳
以
下
は
２
万
人
割
る

や
は
り「
失
う
だ
け
の
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
」

や
は
り「
失
う
だ
け
の
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
」

１８
年

新
規
就
農
２
年
連
続
５
万
人
台

東
京
大
学
教
授

鈴
木
宣
弘
氏

生
乳
流
通
業
者
か
ら
ヒ
ア
リ
ン
グ

農 政 審
畜産部会

今
牧
場（
栃

木

）の
取
り
組
み
も
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農
水
省
が
決
定
し
た
２０
年

度
農
林
水
産
関
係
予
算
概
算

要
求
の
う
ち
、
「
『
ス
マ
ー

ト
農
業
』
の
実
現
と
強
い
農

業
の
た
め
の
基
盤
づ
く
り
」

と
す
る
重
点
事
項
の
主
な
事

業
と
要
求
額
は
次
の
と
お

り
。
要
求
額
の（

）内
は
、

１９
年
度
当
初
予
算
額
。

⑴
「
ス
マ
ー
ト
農
業
」
の

社
会
実
装
の
加
速
化
と
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
・
技
術
開
発
の

推
進①

ス
マ
ー
ト
農
業
総
合
推

進
対
策
事
業

５１
億
円
（
５

億
円
）

最
先
端
技
術
の
現
場
へ
の

導
入
・
実
証
に
加
え
て
、
地

域
で
の
戦
略
づ
く
り
、
情
報

発
信
や
教
育
の
推
進
、
農
業

デ
ー
タ
連
携
基
盤
（
Ｗ
Ａ
Ｇ

Ｒ
Ｉ
）
の
活
用
促
進
の
た
め

の
環
境
整
備
等
の
「
ス
マ
ー

ト
農
業
」
の
社
会
実
装
に
向

け
た
取
り
組
み
を
総
合
的
に

支
援②

Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技

術
）
を
活
用
し
た
畜
産
経
営

体
の
生
産
性
向
上
対
策

２

３
３
億
円
の
内
数
（
２
０
１

億
円
の
内
数
）

酪
農
家
や
肉
用
牛
農
家
の

労
働
負
担
軽
減
・
省
力
化
に

資
す
る
ロ
ボ
ッ
ト
、Ａ
Ｉ（
人

工
知
能
）
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
（
モ
ノ

の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
）
な
ど

の
先
端
技
術
の
導
入
や
、
畜

産
農
家
に
高
度
か
つ
総
合
的

な
経
営
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供

す
る
た
め
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

構
築
を
支
援

⑵
農
業
農
村
基
盤
整
備

①
農
業
農
村
整
備
事
業

３
９
７
８
億
円
（
３
２
６
０

億
円
）

農
業
の
競
争
力
強
化
や
農

村
地
域
の
国
土
強
靱
化
を
図

る
た
め
、
農
地
の
大
区
画
化

・
汎
用
化
や
水
路
の
パ
イ
プ

ラ
イ
ン
化
、
老
朽
化
し
た
農

業
水
利
施
設
の
長
寿
命
化
や

豪
雨
・
耐
震
化
対
策
等
を
推

進
す
る
と
と
も
に
、
ス
マ
ー

ト
農
業
の
基
礎
イ
ン
フ
ラ
と

し
て
、
先
端
技
術
の
利
用
に

必
要
な
無
線
局
等
の
整
備
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
用
い
た
水
管
理
省

力
化
技
術
の
導
入
等
も
推
進

②
農
山
漁
村
地
域
整
備
交

付
金

１
１
１
３
億
円
（
９

２
７
億
円
）

地
方
の
裁
量
に
よ
っ
て
実

施
す
る
農
林
水
産
業
の
基
盤

整
備
や
農
山
漁
村
の
防
災
・

減
災
対
策
に
必
要
な
交
付
金

を
交
付

⑶
持
続
的
な
農
業
の
発
展

に
向
け
た
生
産
現
場
の
強
化

①
強
い
農
業
・
担
い
手
づ

く
り
総
合
支
援
交
付
金

２

９
６
億
円
（
２
３
０
億
円
）

産
地
の
収
益
力
強
化
と
担

い
手
の
経
営
発
展
の
た
め
、

産
地
・
担
い
手
の
発
展
の
状

況
に
応
じ
て
必
要
な
農
業
用

機
械
・
施
設
の
導
入
を
切
れ

目
な
く
支
援
す
る
と
と
も

に
、
核
と
な
る
事
業
者
と
連

携
す
る
農
業
者
と
が
一
体
と

な
っ
て
、
安
定
供
給
を
実
現

す
る
新
た
な
生
産
モ
デ
ル
等

の
構
築
を
支
援

②
持
続
的
生
産
強
化
対
策

事
業

２
３
３
億
円
（
２
０

１
億
円
）

産
地
の
持
続
的
な
生
産
力

強
化
等
に
向
け
て
、
農
業
者

や
農
業
法
人
、
民
間
団
体
等

が
行
う
生
産
性
向
上
や
販
売

力
強
化
に
向
け
た
取
り
組
み

や
、
地
方
公
共
団
体
が
主
導

す
る
産
地
全
体
の
発
展
を
図

る
取
り
組
み
を
総
合
的
に
支

援
③
野
菜
価
格
安
定
対
策
事

業

（
所
要
額
）
１
５
５
億

円
（
１
５
７
億
円
）

野
菜
生
産
・
出
荷
の
安
定

と
消
費
者
へ
の
安
定
供
給
を

図
る
た
め
、
価
格
低
落
時
に

生
産
者
補
給
金
を
交
付

⑷
畜
産
・
酪
農
の
競
争
力

強
化①

畜
産
・
酪
農
経
営
安
定

対
策

（
所
要
額
）
２
２
３

０
億
円
（
２
２
２
４
億
円
）

畜
種
ご
と
の
特
性
に
応
じ

て
畜
産
・
酪
農
経
営
の
安
定

を
支
援

②
畜
産
生
産
体
制
の
強
化

強
い
農
業
・
担
い
手
づ
く

り
総
合
支
援
交
付
金
２
９
６

億
円
の
内
数
（
２
３
０
億
円

の
内
数
）
、
畜
産
生
産
力
・

生
産
体
制
強
化
対
策
事
業
１６

億
円
（
１４
億
円
）

離
農
予
定
の
畜
産
経
営
体

の
施
設
の
家
族
経
営
を
始
め

と
す
る
担
い
手
へ
の
継
承
や

Ｃ
Ｓ
（
子
牛
育
成
施
設
）
、

Ｃ
Ｂ
Ｓ
（
子
牛
繁
殖
・
育
成

施
設
）
等
と
連
携
し
た
地
域

内
分
業
体
制
の
構
築
を
新
た

に
支
援
す
る
と
と
も
に
、
繁

殖
肥
育
一
貫
経
営
の
育
成
等

に
よ
る
繁
殖
基
盤
の
強
化
、

家
畜
や
家
き
ん
の
改
良
増

殖
、
国
産
飼
料
の
増
産
や
未

利
用
資
源
の
飼
料
利
用
拡
大

に
向
け
た
取
り
組
み
等
を
支

援
③
畜
産
環
境
対
策
の
高
度

化

同
（
２
３
０
億
円
の
内

数
）
、
持
続
的
生
産
強
化
対

策
事
業
２
３
３
億
円
の
内
数

（
２
０
１
億
円
の
内
数
）

耕
種
農
家
の
土
づ
く
り
に

資
す
る
家
畜
堆
肥
の
生
産
、

悪
臭
・
水
質
問
題
に
対
応
し

た
高
度
な
家
畜
排
せ
つ
物
処

理
を
新
た
に
支
援
す
る
と
と

も
に
、
資
源
循
環
の
促
進
等

の
環
境
負
荷
軽
減
に
取
り
組

む
酪
農
家
を
支
援

④
草
地
関
連
基
盤
整
備

９３
億
円
（
８３
億
円
）

畜
産
経
営
規
模
の
拡
大
や

畜
産
主
産
地
の
形
成
に
資
す

る
飼
料
生
産
の
基
盤
整
備
等

を
推
進

１

新
規
・
拡
充
措
置
に

関
す
る
要
望

⑴
認
定
新
規
就
農
者
が
一

定
の
貸
付
け
を
受
け
て
機
械

等
を
取
得
し
た
場
合
の
課
税

標
準
の
特
例
措
置（
５
年
間
、

課
税
標
準
の
１
／
２
控
除
）

の
創
設
（
固
定
資
産
税
）

⑵
農
業
競
争
力
強
化
支
援

法
に
基
づ
く
事
業
再
編
計
画

の
認
定
を
受
け
た
場
合
の
事

業
再
編
促
進
機
械
等
の
割
増

償
却
（
機
械
・
装
置
４０
㌫
、

建
物
等
４５
㌫
）
の
対
象
業
種

の
拡
充（
所
得
税
・
法
人
税
）

２

既
存
措
置
に
関
す
る

要
望
（
概
要
）

⑴
農
業
経
営
基
盤
強
化
準

備
金
制
度
（
交
付
金
を
準
備

金
と
し
て
積
み
立
て
た
場
合

及
び
同
準
備
金
・
交
付
金
を

活
用
し
て
農
用
地
な
ど
を
取

得
し
た
場
合
の
経
費
算
入
）

の
２
年
延
長
（
所
得
税
・
法

人
税
）

⑵
農
林
漁
業
用
Ａ
重
油
に

対
す
る
石
油
石
炭
税
（
地
球

温
暖
化
対
策
の
た
め
の
課
税

の
特
例
に
よ
る
上
乗
せ
分
を

含
む
）
の
免
税
・
還
付
措
置

の
３
年
延
長（
石
油
石
炭
税
）

⑶
農
林
漁
業
用
軽
油
に
対

す
る
石
油
石
炭
税
（
地
球
温

暖
化
対
策
の
た
め
の
課
税
の

特
例
に
よ
る
上
乗
せ
分
）
の

還
付
措
置
の
３
年
延
長
（
石

油
石
炭
税
）

⑷
農
地
中
間
管
理
機
構
へ

の
貸
付
け
に
よ
る
農
地
の
利

用
の
効
率
化
及
び
高
度
化
の

促
進
を
図
る
た
め
の
農
地
保

有
に
係
る
課
税
の
軽
減
措
置

（
貸
付
期
間
１０
年
以
上
で
、

３
年
間
、
課
税
標
準
の
１
／

２
控
除
等
）の
２
年
延
長（
固

定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
）

⑸
肉
用
牛
の
売
却
に
よ
る

農
業
所
得
の
課
税
特
例
措
置

の
３
年
延
長
（
所
得
税
・
法

人
税
、
個
人
住
民
税
）

な
ん
こ
く

高
知
県
南
国
市
の
高
知
空

港
の
前
身
は
、１
９
４
４（
昭

和
１９
）
年
に
設
置
さ
れ
た
日

に
っ
し
ょ
う

本
海
軍
の
日
章
第
一
海
軍
航

空
基
地
。
空
港
と
南
西
の
水

田
地
帯
と
の
間
に
、
日
章
開

拓
農
協
が
建
立
し
た
記
念
碑

な
ど
が
あ
る
。

４１
年
、
海
軍
は
香
美
郡
三

島
村
（
当
時
）
に
航
空
基
地

を
建
設
す
る
た
め
、
２
１
８

４
反
の
土
地
を
接
収
。
２
６

３
戸
、
１
５
０
０
人
余
り
の

住
民
は
急
遽
、
退
去
を
命
じ

ら
れ
た
。
翌
年
、
人
口
が
激

減
し
た
三
島
村
は
、
同
郡
の

田
村
、
立
田
村
と
合
併
し
、

日
章
村
（
現
・
南
国
市
の
物

部
川
河
口
部
）
が
発
足

し
た
。

終
戦
後
、
一
部
の
農

地
が
元
・
住
民
に
返
還

さ
れ
た
。
農
地
に
戻
す

た
め
に
、
住
民
ら
は
日

章
開
拓
農
協
を
設
立
。

組
合
員
は
、
失
っ
た
古

里
の
再
興
の
た
め
、
汗

に
ま
み
れ
、
ひ
た
す
ら

く
わ

開
拓
の
鍬
を
と
っ
た
。

し
か
し
、
国
と
県
は
、
８

５
９
反
を
高
知
大
学
の
設
立

用
地
、
空
港
用
地
な
ど
に
決

定
。
組
合
員
の
全
土
払
い
下

げ
の
悲
願
は
断
た
れ
た
。
さ

ら
に
８３
年
、
滑
走
路
の
延
長

や
空
港
敷
地
の
拡
張
が
行
わ

れ
た
。
２
年
後
、
開
拓
農
協

は
解
散
す
る
こ
と
に
な
っ

た
。８５

年
３
月
、
農
協
解
散
に

際
し
建
立
さ
れ
た
記
念
碑
の

刻
銘
は「
開
拓
記
念
碑
」（
写

真
㊤
）
。
碑
文
に
は
開
拓
の

沿
革
が
記
し
て
あ
り
、
末
尾

に
「
思
え
ば
半
生

時
の
流

れ
に
は
抗
し
難
し

古
里
再

び
旧
に
還
ら
ぬ

い
ま
は
た

だ
来
る
世
の
礎
石
と
な
り
せ

め
て
学
究
の
若
者
達
の
開
け

る
道
と
県
土
夜
明
け
の
空
の

道
と
な
ら
ん
こ
と
を
」
と
刻

ま
れ
て
い
る
。

近
く
に
、
日
章
開
拓
農
協

が
同
年
同
月
に
設
け
た
広
場

が
あ
り
、石
碑「
記
念
広
場
」

が
建
立
さ
れ
て
い
る
（
写
真

㊨
）。
裏
面
に
は
、
唱
歌「
ふ

る
さ
と
」
の
歌
詩
と
広
場
の

由
来
が
記
さ
れ
て
い
る
。

新
刊
紹
介

開
拓
中
央
三
団
体
に
ご
寄

贈
い
た
だ
い
た
開
拓
者
の
著

書
を
紹
介
し
ま
す
。

自
註
句
集

「
ち
ふ
り
野
Ⅱ
」

中
込
と
し
郎

著

元
・
全
国
開
拓
振
興
協
会

会
長
の
中
込
と
し
郎
（
本
名

・
敏
郎
）
氏
は
、
１
９
４
６

（
昭
和
２１
）
年
８
月
、
１９
歳

で
栃
木
県
那
須
郡
那
須
町
の

現
住
地
に
開
拓
入
植
し
た
。

俳
句
は
、
長
年
務
め
た
千
振

開
拓
農
協
組
合
長
を
辞
し
た

直
後
の
８９
（
平
成
元
）
年
に

始
め
た
。

０８
年
に
第
一
句
集
「
ち
ふ

り
野
」
を
上
梓
。
１４
年
に

は
、
自
分
史
「
米
寿
の
呟

き
」
を
発
行
し
た
。
今
回

は
、
「
身
辺
詠
に
重
点
を
置

き
、
そ
れ
に
自
註
を
加
え
る

こ
と
で
、
自
分
史
の
補
完
も

兼
ね
よ
う
」（「
あ
と
が
き
」

よ
り
）
と
思
い
、
第
二
句
集

を
上
梓
し
た
。

８
月
１５
日
発
行
（
私
家

版
）、Ａ
５
判
、１
９
５
頁
。

北
海
道
チ
ク
レ
ン
農
協
連

は
８
月
２３
日
、
通
常
総
会
を

開
催
し
、
新
体
制
に
移
行
し

た
。
理
事
会
の
代
表
理
事
理

事
長
に
伊
藤
重
敏
氏
（
前
理

事
兼
参
事
）
を
選
任
。
さ
ら

に
、
理
事
に
入
江
雅
宏
氏
を

新
任
（
参
事
兼
務
）
、
安
部

英
則
氏
を
再
任
（
総
務
部
長

兼
務
）
し
た
。

貞
廣
修
前
理
事
長
は
、
経

営
管
理
委
員
・
㈱
チ
ク
レ
ン

ミ
ー
ト
代
表
取
締
役
社
長
に

就
任
し
た
。

元
・
茨
城
県
開
拓
農
協
連

代
表
理
事
組
合
長
で
、
ジ
ャ

パ
ン
ビ
ー
フ
農
協
代
表
理
事

組
合
長
、
全
国
開
拓
振
興
協

会
理
事
な
ど
を
歴
任
し
た
野

口
正
次
さ
ん
が
、
８
月
１８
日

亡
く
な
っ
た
。
９６
歳
。

葬
儀
・
告
別
式
は
８
月
２２

日
、
稲
敷
市
の「
聖
苑
香
澄
」

で
執
り
行
わ
れ
た
。

９
月
後
半
か
ら
１１
月
上
旬

に
か
け
て
予
定
さ
れ
て
い

る
、
開
拓
組
織
及
び
関
係
機

関
の
行
事
は
次
の
と
お
り
。

９
月

２０
日

薩
州
開
拓
農
協
第
１２

回
通
常
総
会

２１
〜
２９
日

全
国
開
拓
振
興

協
会
海
外
研
修
事
業

（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
）

３０
日

全
開
連
役
員
候
補
者

推
進
会
議
・
理
事
会
・

監
事
会

１０
月

１
日

全
開
連
事
業
概
況
説

明
会
（
東
京
会
場
）

３
日

同
説
明
会
（
福
岡
会

場
）

１０
日

ゼ
ン
カ
イ
ミ
ー
ト
㈱

株
主
総
会

１１
日

宮
崎
県
乳
用
牛
肥
育

事
業
農
協
枝
肉
共
進
会

（
熊
本
）

１６
〜
１８
日

全
国
開
拓
青
年

・
女
性
研
修
会（
青
森
）

２９
日

全
国
開
拓
振
興
協
会

理
事
会

全
開
連
理
事
会

３０
日

全
開
連
第
７１
回
通
常

総
会
・
理
事
会
・
監
事

会
１１
月

８
日

全
開
連
東
日
本
地
区

開
拓
牛
枝
肉
共
進
会

（
東
京
食
肉
市
場
）

全
開
連
西
日
本
支
所

九
州
農
政
局
と
の
意
見

交
換
会
（
熊
本
）

１２
日

全
国
開
拓
振
興
協
会

講
演
会
事
業
（
岩
手
）

２０
年
度
農
林
水
産
予
算
概
算
要
求
の
重
点
事
項

２０
年
度
農
林
水
産
予
算
概
算
要
求
の
重
点
事
項

記念碑と記念広場
高知県南国市・日章開拓地

北海道チクレン

新理事長に
伊藤氏選任

２０
年
度
農
水
省
税
制
改
正
要
望

２０
年
度
農
水
省
税
制
改
正
要
望

野
口
正
次
さ
ん
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㈱
サ
ラ
ダ
ク
ラ
ブ
は
こ
の

ほ
ど
、
「
サ
ラ
ダ
白
書
２
０

１
９
」
を
公
表
し
た
。
同
白

書
は
、
サ
ラ
ダ
の
食
文
化
を

把
握
す
る
た
め
に
行
っ
て
い

る
年
次
調
査
。
全
国
２０
〜
６９

歳
の
男
女
２
０
６
０
人
を
対

象
に
行
っ
た
。

そ
れ
に
よ
る
と
、「
好
き
」

ま
た
は
「
ダ
イ
エ
ッ
ト
を
意

識
し
て
食
べ
て
い
る
」
野
菜

は
、
キ
ャ
ベ
ツ
、
タ
マ
ネ
ギ
、

レ
タ
ス
な
ど
が
双
方
で
上
位

を
占
め
て
お
り
、
共
通
の
も

の
が
多
か
っ
た
。
ま
た
、
女

性
の
５０
代
以
上
で
は
オ
ー
ガ

ニ
ッ
ク
（
有
機
栽
培
な
ど
）

野
菜
を
購
入
し
た
こ
と
が
あ

る
人
が
半
数
を
占
め
、
若
年

世
代
で
は
パ
ッ
ケ
ー
ジ
サ
ラ

ダ
（
野
菜
を
食
べ
や
す
く
カ

ッ
ト
し
た
、
そ
の
ま
ま
食
べ

ら
れ
る
サ
ラ
ダ
）
が
多
く
好

ま
れ
る
な
ど
、
世
代
で
食
べ

方
に
違
い
が
み
ら
れ
た
。

全
体
の「
好
き
な
野
菜（
複

数
回
答
）
」
で
は
、
キ
ャ
ベ

ツ
が
６５
・
１
㌫
で
最
も
高
く
、

次
い
で
タ
マ
ネ
ギ
６４
・
８
㌫
、

レ
タ
ス
６０
・
３
㌫
の
順
だ
っ

た
。
男
女
別
で
は
、
女
性
が

カ
ボ
チ
ャ
、
ブ
ロ
ッ
コ
リ
ー

で
２０
・
８
㌽
、
ナ
ス
１５
・
３

㌽
、
ト
マ
ト
１２
・
３
㌽
高
か

っ
た
。

野
菜
の
産
地
に
対
す
る
意

識
で
は
、
「
な
る
べ
く
国
産

野
菜
を
買
う
」
５２
・
０
㌫
、

「
な
る
べ
く
地
元
の
野
菜
を

買
う
」
２０
・
０
㌫
で
、
合
わ

せ
て
７
割
を
超
え
る
人
が
国

産
・
地
元
の
野
菜
を
買
い
た

い
意
向
を
示
し
た
。
な
る
べ

く
国
産
を
買
う
は
前
回
調
査

（
１６
年
）
か
ら
４
・
０
㌽
増

加
し
た
。

最
も
購
入
し
た
い
オ
ー
ガ

ニ
ッ
ク
食
品
（
同
）
で
は
、

野
菜
４２
・
４
㌫
が
最
も
高
く
、

次
い
で
サ
ラ
ダ
２２
・
３
㌫
、

フ
ル
ー
ツ
２１
・
４
㌫
だ
っ
た
。

購
入
意
向
で
は
女
性
が
男
性

よ
り
も
１４
・
９
㌽
高
い
。

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
野
菜
を
購

入
し
た
こ
と
が
あ
る
か
で

は
、
男
性
３６
・
７
㌽
、
女
性

４３
・
３
㌫
で
、

女
性
が
６
・
６

㌽
高
か
っ
た
。

性
・
年
代
別
に

み
る
と
、
女
性

６０
代
５１
・
５
㌫
、

５０
代
５０
・
０
㌫
、

４０
代
４５
・
１
㌫

の
順
で
高
い
。

５０
代
以
上
の
女

性
の
品
質
へ
の

こ
だ
わ
り
が
う

か
が
え
た
。

オ
ー
ガ
ニ
ッ

ク
野
菜
の
イ
メ

ー
ジ
（
同
）
で

は
、
「
価
格
が

高
い
」
５６
・
８
㌫
、
「
無
農

薬
で
栽
培
し
て
い
る
」
４６
・

４
㌫
、
「
有
機
栽
培
」
４４
・

９
㌫
の
順
。「
価
格
が
高
い
」

が
男
女
全
世
代
で
他
の
回
答

よ
り
多
い
傾
向
だ
っ
た
。

パ
ッ
ケ
ー
ジ
サ
ラ
ダ
の
利

用
意
向
で
は
、
男
性
４８
・
１

㌫
、
女
性
５２
・
７
㌫
で
、
女

性
が
４
・
６
㌽
高
か
っ
た
。

性
・
年
代
別
に
み
る
と
、
男

性
は
３０
代
５８
・
７
㌫
、
２０
代

５５
・
３
㌫
、
４０
代
４４
・
２
㌫
、

女
性
で
は
２０
代
６６
・
５
㌫
、

３０
代
５９
・
２
㌫
、
５０
代
５２
・

４
㌫
の
順
で
そ
れ
ぞ
れ
高
か

っ
た
。
男
女
と
も
に
２０
・
３０

代
が
全
年
代
の
平
均
に
比
べ

て
高
く
、
若
年
層
の
需
要
が

大
き
い
傾
向
だ
っ
た
。

「
ダ
イ
エ
ッ
ト
の
た
め
に

野
菜
を
食
べ
る
人
（
１
８
３

人
）の
食
べ
て
い
る
野
菜（
複

数
回
答
）
」
で
は
、
キ
ャ
ベ

ツ
が
６０
・
１
㌫
で
最
も
高
く
、

次
い
で
レ
タ
ス
４５
・
９
㌫
、

ト
マ
ト
３８
・
８
㌫
だ
っ
た
。

１３
年
調
査
と
比
べ
る
と
、
ハ

ク
サ
イ
６
・
４
㌽
、
ホ
ウ
レ

ン
ソ
ウ
３
・
６
㌽
、
レ
タ
ス

３
・
４
㌽
な
ど
。
増
加
し
た

性
別
で
は
、
ジ
ャ
ガ
イ
モ
１３

・
０
㌽
、
タ
マ
ネ
ギ
１０
・
３

㌽
、
ネ
ギ
１０
・
０
㌽
な
ど
で

男
性
の
回
答
が
多
か
っ
た
。

農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
、「
秋

の
農
作
業
安
全
確
認
運
動
推

進
会
議
」
を
省
内
に
て
開
催

し
た
。
運
動
の
重
点
推
進
テ

ー
マ
は
前
年
に
続
き
、
「
ま

ず
は
ワ
ン
チ
ェ
ッ
ク
、
ワ
ン

ア
ク
シ
ョ
ン
で
農
作
業
安

全
」
と
し
て
い
る
。
危
険
だ

と
分
か
っ
て
い
た
に
も
関
わ

ら
ず
、
つ
い
反
射
的
に
行
動

し
て
し
ま
い
事
故
に
遭
う
ケ

ー
ス
が
絶
え
な
い
た
め
、
注

意
を
促
す
。

運
動
期
間
は
９
月
１
日
〜

１０
月
３１
日
。
新
た
に
「
農
業

機
械
の
整
備
・
点
検
の
促
進
」

が
取
り
組
み
に
加
わ
り
、
日

々
の
点
検
を
求
め
る
。

１７
年
度
の
農
作
業
中
の
事

故
死
亡
者
数
は
３
０
４
人

で
、
前
年
か
ら
８
人
減
少
し

た
。
し
か
し
依
然
と
し
て
毎

年
３
０
０
人
を
超
え
る
生
産

者
が
亡
く
な
っ
て
お
り
、
事

故
を
未
然
に
防
ぐ
取
り
組
み

が
重
要
と
な
る
。

取
り
組
み
内
容
は
、
①
Ｇ

Ａ
Ｐ
の
周
知
・
実
践
の
促
進
、

労
働
時
の
安
全
管
理
へ
の
取

り
組
み
の
推
進
②
生
産
者
の

み
で
な
く
、
そ
の
家
族
な
ど

に
も
安
全
意
識
の
向
上
を
図

る
と
と
も
に
、
回
覧
板
や
広

報
車
な
ど
を
用
い
て
一
人
で

も
多
く
の
生
産
者
に
情
報
を

届
け
る
③
重
大
な
事
故
を
招

く
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

機
械
の
日
常
的
・
定
期
的
な

整
備
や
点
検
の
促
進
④
生
産

者
が
参
加
す
る
会
議
や
集
会

な
ど
で
農
作
業
安
全
の
話
題

を
取
り
上
げ
、
「
プ
ラ
ス
安

全
」
の
取
り
組
み
の
定
着
化

を
図
る
⑤
地
域
ご
と
の
労
災

特
別
加
入
団
体
の
設
置
と
加

入
の
促
進
―
な
ど
と
な
っ
て

い
る
。

家
族
で
対
策
会
議
を

会
議
で
は
、
特
に
①
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
、
関
係
者

の
事
例
報
告
を
基
に
注
意
喚

起
が
行
わ
れ
た
。
同
省
の
担

当
官
は
、
事
例
発
表
で
の
Ｇ

Ａ
Ｐ
へ
の
取
り
組
み
を
踏
ま

え
、
家
族
経
営
に
安
全
対
策

を
取
り
入
れ
る
た
め
に
、
ま

ず
は
家
族
全
員
で
集
ま
っ
て

危
険
を
洗
い
出
し
て
考
え
る

時
間
を
持
つ
こ
と
が
重
要
だ

と
訴
え
た
。
日
々
の
忙
し
さ

に
流
さ
れ
ず
、
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ

ト
な
ど
作
業
中
に
危
険
だ
と

感
じ
た
こ
と
は
記
録
に
残
し

て
必
ず
対
策
を
打
つ
こ
と
を

求
め
た
。
ま
た
、
行
き
帰
り

ま
で
が
安
全
で
初
め
て
安
全

で
あ
る
と
い
え
る
た
め
、
天

候
の
悪
化
な
ど
の
際
に
、
後

か
ら
晴
れ
て
も
判
断
を
後
悔

せ
ず
、
早
め
の
判
断
で
命
を

守
る
こ
と
を
求
め
た
。

機
械
・
現
場
の
リ
ス
ク
除

去
が
重
要

農
研
機
構
農
業
技
術
革
新

工
学
研
究
セ
ン
タ
ー
の
積
栄

ユ
ニ
ッ
ト
長
は
、③
に
言
及
。

コ
ン
バ
イ
ン
の
手
こ
ぎ
作
業

に
つ
い
て
、
取
り
扱
い
説
明

書
に
き
ち
ん
と
安
全
な
方
法

が
書
い
て
あ
る
の
に
、
確
認

せ
ず
に
我
流
で
使
っ
た
た
め

に
事
故
が
発
生
し
て
い
る
と

指
摘
し
た
。

こ
の
他
に
も
、
危
険
だ
と

分
か
っ
て
い
た
に
も
関
わ
ら

ず
反
射
的
に
行
動
し
て
し
ま

い
重
大
な
怪
我
を
負
っ
た
ケ

ー
ス
を
挙
げ
、
意
識
す
る
だ

け
で
な
く
、
機
械
や
現
場
に

リ
ス
ク
除
去
の
対
策
を
取
り

入
れ
る
こ
と
が
重
要
だ
と
強

調
し
た
。

日
本
茶
輸
出
促
進
協
議
会

は
こ
の
ほ
ど
、
「
日
本
茶
輸

出
実
績
（
１９
年
１
〜
６
月
）
」

を
公
表
し
た
。
財
務
省
貿
易

統
計
を
基
に
、
６８
ヵ
国
へ
の

輸
出
結
果
を
分
析
し
た
も

の
。北
米
、台
湾
が
全
体
の
輸

出
量
の
６
割
を
占
め
た
。
前

年
か
ら
大
き
く
増
え
た
国
が

多
く
、
輸
出
額
で
粉
末
状
の

緑
茶
が
全
体
の
６
割
を
占

め
、
世
界
的
な
抹
茶
ブ
ー
ム

を
裏
付
け
る
結
果
と
な
っ

た
。６８

ヵ
国
の
粉
末
状
（
抹
茶

及
び
粉
末
茶
）と
そ
の
他（
葉

茶
な
ど
）
を
合
わ
せ
た
合
計

輸
出
量
は
２
５
１
万
９
１
０

０
㌕
で
、
前
年
同
期
に
比
べ

１２
万
９
７
３
７
㌕
（
５
・
４

㌫
）
増
加
し
た
。
輸
出
額
は

７２
億
９
７
５
０
万
円
で
、
約

３
億
４
９
０
７
万
円
（
５
・

０
㌫
）
増
加
し
た
。

米
国
へ
の
輸
出
量
は
７８
万

６
７
７
７
㌕
（
前
年
同
期
比

９
・
５
㌫
増
）
で
ト
ッ
プ
。

輸
出
額
で
も
３４
億
４
４
６
１

万
円
（
１５
・
０
㌫
増
）
と
最

も
大
き
い
。
カ
ナ
ダ
と
合
わ

せ
た
北
米
の
合
計
量
は
８８
万

８
１
５
９
㌕
で
、
全
体
の
３５

・
３
㌫
を
占
め
て
お
り
、
増

加
を
け
ん
引
し
て
い
る
。
輸

出
額
で
は
３７
億
８
１
５
３
万

円
で
、
全
体
の
５１
・
８
㌫
を

占
め
た
。

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
で
は
、
ド
イ

ツ
が
１３
万
６
７
９
４
㌕
（
３

・
７
㌫
増
）で
、単
独
で
全
体

の
５
・
４
㌫
を
占
め
て
い
る
。

輸
出
額
は
５
億
９
８
７
１
万

円
（
７
・
４
㌫
増
）
で
、
堅

調
に
伸
び
た
。
イ
タ
リ
ア
は

量
は
多
く
な
い
も
の
の
、
１

万
３
４
０
５
㌕
（
４３
・
７
㌫

増
）と
、増
加
率
が
大
き
か
っ

た
。
輸
出
額
も
５
５
４
３
万

円（
７３
・
４
㌫
増
）と
大
き
く

伸
び
た
。
他
に
も
、英
国
・
ポ

ル
ト
ガ
ル
な
ど
で
増
え
た
。

ア
ジ
ア
で
は
、
台
湾
が
７０

万
４
０
１
５
㌕
（
９
・
８
㌫

増
）
で
全
体
の
２７
・
９
㌫
を

占
め
た
が
、
輸
出
額
で
は
微

減
だ
っ
た
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

で
は
、
輸
出
量
が
１０
万
２
９

１
４
㌕
（
１
３
３
・
１
㌫

増
）
、
輸
出
額
が
２
億
１
２

２
６
万
円
（
１
５
１
・
２
㌫

増
）
と
、
前
年
か
ら
増
加
し

た
。
イ
ン
ド
は
、
輸
出
量
・

額
が
そ
れ
ぞ
れ
６
６
１
１
㌕

（
６
０
６
・
３
㌫
増
）
、
１

３
６
７
万
円
（
４
５
０
・
８

㌫
増
）
と
大
き
く
伸
び
て
い

る
。
輸
出
量
・
額
と
も
に
大

き
い
香
港
は
７
万
５
５
０
７

㌕（
１７
・
９
㌫
減
）と
、
今
後

の
展
開
が
懸
念
さ
れ
る
。

中
国
の
抹
茶
生
産
が
増
加

し
て
い
る
た
め
、
引
き
続
き

日
本
茶
の
美
味
し
さ
を
ア
ピ

ー
ル
し
、
国
内
の
み
で
な
く

海
外
で
の
人
気
も
盤
石
に
す

る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

農
水
省
が
こ
の
ほ
ど
公

表
し
た
「
１９
年
産
一
番
茶

の
摘
採
面
積
、
生
葉
収
穫

量
及
び
荒
茶
生
産
量
（
主

産
５
県
）
」
に
よ
る
と
、

生
葉
収
穫
量
・
荒
茶
生
産

量
は
前
年
の
増
産
か
ら
転

じ
、
そ
れ
ぞ
れ
１１
㌫
、
１０

㌫
減
少
し
た
。

生
葉
収
穫
量
は
前
年
か

ら
１
万
４
１
０
０
㌧
減
の

１１
万
７
１
０
０
㌧
、
荒
茶

生
産
量
は
２
７
０
０
㌧
減

の
２
万
３
５
０
０
㌧
だ
っ

た
。
全
国
的
な
４
〜
５
月
の

低
温
に
よ
り
前
年
に
比
べ
下

が
っ
た
が
、
収
穫
・
生
産
量

と
も
に
例
年
並
み
だ
っ
た
。

摘
採
面
積
は
７
０
０
㌶
減

の
２
万
７
１
０
０
㌶
で
、
３

㌫
減
少
し
た
。
１０
ａ
当
た
り

生
葉
収
量
も
、
天
候
に
恵
ま

れ
作
柄
が
良
好
だ
っ
た
前
年

に
比
べ
８
㌫
下
回
り
、
４
３

２
㌕
と
な
っ
た
。

県
別
に
み
る
と
、
生
葉
収

穫
量
は
静
岡
が
５
万
２
４
０

０
㌧
（
１４
・
７
㌫
減
）
で
最

も
多
く
、
次
い
で
鹿
児
島
が

４
万
３
８
０
０
㌧
（
５
・
８

㌫
減
）
、
三
重
が
１
万
２
５

０
０
㌧
（
１１
・
３
㌫
減
）
だ

っ
た
。
荒
茶
生
産
量
は
、
静

岡
１
万
１
０
０
０
㌧
（
１３
・

４
㌫
減
）
、
鹿
児
島
８
２
７

０
㌧
（
５
・
７
㌫
減
）
、
三

重
２
４
８
０
㌧
（
１１
・
１
㌫

減
）
の
順
。
５
県
と
も
生
葉

収
穫
量
・
荒
茶
生
産
量
・
１０

ａ
収
量
す
べ
て
で
減
少
し

た
。
一
方
、
摘
採
面
積
で
は
、

埼
玉
が
６
２
９
㌶
で
４
・
５

㌫
増
加
し
、
京
都
・
鹿
児
島

は
前
年
並
み
だ
っ
た
。

２０１９年１～６月 日本茶輸出実績
（単位：kg、千円）

２０１９/２０１８

単価

１０５%

９１%

１０４%

１０１%

１０２%

８３%

１０８%

１１５%

１００%

８０%

財務省貿易統計・同協議会資料から作表

輸出額

１１５%

９９%

１０７%

９４%

１１１%

６８%

２５１%

９２%

９７%

９７%

輸出量

１１０%

１１０%

１０４%

９４%

１０８%

８２%

２３３%

７９%

９７%

１２１%

２０１９
単価

４，３７８

１，０２４

４，３７７

３，１５９

３，３２３

４，３６２

２，０６２

２，１０８

２，８９８

１，２９４

２０１９年１～６月

粉 末 状
金額比率

６６

１９

７２

６８

４６

６２

８９

７８

４２

４８

輸出額

計

３，４４４，６１０

７２１，１４８

５９８，７１３

４６５，５５２

３３６，９１５

３２９，３９０

２１２，２６０

２０７，０９７

１４３，６０５

１２８，１７９

その他

１，１７５，１０２

５８２，３９２

１６６，９６１

１４９，６６１

１８３，２９２

１２６，３１１

２２，６６５

４５，７８８

８３，０９４

６６，７６８

粉末状

２，２６９，５０８

１３８，７５６

４３１，７５２

３１５，８９１

１５３，６２３

２０３，０７９

１８９，５９５

１６１，３０９

６０，５１１

６１，４１１

輸出量

計

７８６，７７７

７０４，０１５

１３６，７９４

１４７，３９６

１０１，３８２

７５，５０７

１０２，９１４

９８，２４０

４９，５５１

９９，０６８

その他

２９５，６４４

６６１，７１７

６５，４９６

６２，３０３

６２，２２１

２９，７６３

１２，９５０

１９，９５４

３７，１８０

６２，５１０

粉末状

４９１，１３３

４２，２９８

７１，２９８

８５，０９３

３９，１６１

４５，７４４

８９，９６４

７８，２８６

１２，３７１

３６，５５８

国名

米 国

台 湾

ド イ ツ

シンガポール

カ ナ ダ

香 港

インドネシア

タ イ

フ ラ ン ス

マレーシア

順位（年度）

１７

１

２

３

５

６

４

１３

７

８

９

１８

１

２

３

４

６

５

１２

７

９

８

１９

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

リスク見直す時間確保が重要リスク見直す時間確保が重要
秋の農作業安全確認運動スタート秋の農作業安全確認運動スタート

日
本
茶
輸
出
量
前
年
比
5.4
％
増

１９
年
上
半
期

北
米
・
台
湾
が
６
割

「
好
き
な
野
菜
」キ
ャ
ベ
ツ
・
タ
マ
ネ
ギ
上
位

パ
ッ
ケ
ー
ジ
サ
ラ
ダ
は
若
年
層
で
人
気

低
温
で
前
年
産
比
１１
％
減

１９
年
産
一
番
茶
生
葉
収
穫
量
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難防除害虫「ホウレンソウケナガコ
ナダニ」は土中に生息する０．４㎜程度の
小さい虫で、施設ホウレンソウで新芽
を食害するが、確認が困難で気づかぬ
うちに被害が拡大していることも多
い。
山口県農林総合技術センターは、同
虫防除において、低コスト・省力的な
簡易処理を考案した。土壌消毒剤「カ
ーバムナトリウム塩液剤（以下、同剤）」
を散布した直後の土壌混和とビニール
被覆を省略するというもの。２つの試
験で効果を確認した。
試験１
１６年９～１１月に県内農家ほ場で試験
を行い、同剤散布時の混和とビニール
被覆を省略した場合の被害抑制効果を
調査した。
同剤４０Ｌ／１０ａ及び６０Ｌ／１０ａを、
それぞれ前作終了後に所定量の３倍に
希釈し、土壌表面散布した２区を設定。
２区とも、散布後にハウスサイドを閉
めて４日間密閉し、３日間開放した後、
通常通り耕転して播種した。

対照として、２葉期と４葉期にフル
フェノクスロン乳剤４０００倍液を３００Ｌ
／１０ａ散布した区及び無処理区を設定
し、被害抑制効果を比べた。
その結果、同剤を散布した２区とも、
対照の２区と比べ被害度は低く抑えら
れた。８葉期の同虫密度は無処理区よ
りも有意に少なく、処理量の違いによ
る効果は同等であった。
試験２
１７年９～１１月に県内農家ほ場で試験
を行った。同剤の散布量を４０Ｌ／１０ａ
として、試験１で省略した散布時の混
和の有無による効果の違いを調べた。
試験１と同様の管理で、前作終了後、
同剤散布時の混和無し・混和有りとし
た２区を設定。対照には、試験１と同
様の２区を設けた。
その結果、２区とも６葉期の同虫密
度はほぼ０で推移し、対照の２区に比
べ有意に少なく、散布時の混和の有無
による効果は同等だった（図）。専用
散布器で散布しながら混和する場合で
も利用できることが示された。

まとめ
２試験の結果から、以
下の簡易処理を行うと高
い防除効果が得られる。
①同虫は、土中に混和さ
れた藻類を増殖源とする
ため、前作終了後に土壌
を混和しない。②少しか
ん水した後、同剤４０Ｌ／１０ａを短時間
で全体に均等に撒ける倍率で散布。③
ビニール被覆を行わず、ハウスサイド
を閉める。④３～４日後にサイドを解
放し、３日程度おく。⑤通常通り耕転
して播種する。
１８年に行った調査により、従来の土
壌消毒法と比較して、作業時間は８分
の１以下、費用は半分以下になること

が分かった（表）。
同センターは注意点として、簡易処
理による同剤の使用時期は、播種７日
前までであることを挙げている。また、
「ホウレンソウケナガコナダニ」を対
象とした方法であり、雑草には通常処
理と同等の効果があるものの、他の病
害に対しての効果は散布時期が異なる
ため期待できないとしている。

農水省はこのほど、「１８年産指定野
菜（秋冬野菜等）及び指定野菜に準ず
る野菜の作付面積、収穫量及び出荷量」
を公表した。秋冬野菜全体の収穫量は、
１４年産以来の増加となったが、前年産
に続き３００万ｔを割っている。
秋冬野菜
全体の作付面積は、前年産より１２００
ha（１％）減の９万２８００ha。一方、収
穫量は１２万７０００ｔ（４％）増の２９６万

９０００ｔ、出荷量は約１１万９０００ｔ（５％）
増の２４０万９０００ｔとなった。１０ａ当たり
収量は全品目で前年産を上回り、収穫
量も秋冬サトイモ以外の品目で増加し
た。作付面積が伸びたのは冬レタスの
みだった。
収穫量が大きく伸びた品目をみる

と、秋植えバレイショが１４％増、冬レ
タスが１３％増、冬ニンジンが８％増と
なっている。

これらの品目で
は、いずれも１０ａ当
たり収量が１割以上
増えている。その要
因として、秋植えバ
レイショは天候に恵
まれ肥大が良好だっ
たため。冬レタスと
冬ニンジンでは、台
風などにより作柄の
悪かった前年産に比べ、天候に恵まれ
て生育が良好だったためとみている。
ホウレンソウ
作付面積は、２００ha（１％）減の２万

３００ha で、１０ａ当たり収量は１０kg
（１％）増加し１１２０kgと、大きな変化
はなかった。そのため、収穫量は前年
産並みの２２万８３００ｔとなった。
指定野菜に準ずる野菜
全体の作付面積は、１３００ha （１％）
減の１５万７００ha と減少が続いた。収穫

量は８万５０００ｔ（４％）減の２２３万５０００
ｔ、出荷量は６万６０００ｔ（３％）減の
１９０万１０００ｔとなった。
収穫量が伸びたのは２７品目中４品目
と少ない。最も増加したブロッコリー
では、６％増となっている。
最も減少したのは、カボチャで２１％
減だった。北海道において６月中旬～
７月上旬の日照不足や７月下旬からの
高温少雨が影響し、１０ａ当たり収量は
大幅に減少した。

農水省はこのほど、「試行版・野菜
の衛生管理指針」をとりまとめた。今
後、現場からの意見を基にして、来年
度を目処に確定版として改訂する予定
としている。
同指針は、食中毒の発生を防ぐため
に栽培から出荷までの衛生上の注意点
をまとめたもので、１１年に策定された。
試行版では、家畜ふん堆肥の製造や使
用上の管理点などを新たに盛り込ん
だ。最新の研究で明らかとなった「原
料ふん中の有害微生物を死滅させるの
に必要な条件」などを具体化している。

野菜生産者は、次の①～④の管理
が確認できない堆肥を利用する場
合、施用～収穫までの期間を、土壌か
ら離れた野菜は２ヵ月、土壌に近い
野菜では４ヵ月空ける必要がある。
①副資材の利用等による水分調整
や定期的な切返し（目安：１ヵ月ご
と１回、計３回以上）などによる通
気をして、十分発酵させる。②堆積
物（目安：堆積２週間後）の内部温
度を測定し、５５℃以上が３日間以上
続いていることを確認する。③堆肥
の色が褐色から黒褐色になり、原料
の家畜ふんの臭いがほぼなくなった
ことを確認する。④できあがった堆
肥が、原料や製造途中の堆肥に触れ
ないようにする。

農水省はこのほど、「１８年産キウイ
フルーツの結果樹面積、収穫量及び出
荷量」を公表した。天候不順などで収
量、収穫量、出荷量が大きく減少した。
結果樹面積は、１７年産に比べ５０ha

（２%）減少して１９５０ha となった。１０
ａ当たり収量は、２２０kg（１５％）下回る

１２８０kg。収量低下の要因は、７月中旬
以降の高温・少雨の影響で果実肥大が
抑制されて小玉傾向となったこと、台
風による落果・傷果などが発生したこ
ととしている。
収穫量は５０００ｔ（１７%）減の２万５０００
ｔ、出荷量は４４００ｔ（１７%）減の２万
１８００ｔと、大きく伸びた１７年産から一
転して、どちらも２割近く減少し１６年
産並となった。

秋冬野菜

区分
作付面積（ha） 収穫量（ｔ） 出荷量（ｔ）

増減率（％） 増減率（％） 増減率（％）
１４年産 ９６，８００ ▲０．１ ３，１７８，０００ １．６ ２，５３３，０００ ２．１
１５ ９６，１００ ▲０．７ ３，１３９，０００ ▲１．２ ２，５１５，０００ ▲０．７
１６ ９４，６００ ▲１．６ ３，０２１，０００ ▲３．８ ２，４２２，０００ ▲３．７
１７ ９４，０００ ▲０．６ ２，８４２，０００ ▲５．９ ２，２９０，０００ ▲５．５
１８（概数） ９２，８００ ▲１．３ ２，９６９，０００ ４．５ ２，４０９，０００ ５．２

指定野菜に準ずる野菜

区分
作付面積（ha） 収穫量（ｔ） 出荷量（ｔ）

増減率（％） 増減率（％） 増減率（％）
１４年産 １５５，７００ ▲０．９ ２，４１８，０００ ０．３ ２，０３９，０００ ０．５
１５ １５４，７００ ▲０．６ ２，３８０，０００ ▲１．６ ２，００８，０００ ▲１．５
１６ １５３，９００ ▲０．５ ２，２７８，０００ ▲４．３ １，９１７，０００ ▲４．５
１７ １５２，０００ ▲１．２ ２，３２０，０００ １．８ １，９６７，０００ ２．６
１８（概数） １５０，７００ ▲０．９ ２，２３５，０００ ▲３．７ １，９０１，０００ ▲３．４

▲はマイナス。農水省の資料を基に作成

表 簡易処理方法と従来の登録内容に従った場合の労働時間と経費
作業内容 従来の方法 簡易処理方法
薬剤散布 ３２分×１人＝ ３２分 ３２分×１人＝ ３２分
土壌混和 ２１分×１人＝ ２１分 ―
ビニール被覆 ３８分×３人＝１１４分 ―
サイド密閉 １分×１人＝ １分 １分×１人＝ １分
サイド開放 １分×１人＝ １分 １分×１人＝ １分
ビニール除去 ４２分×３人＝１２６分 ―
労働時間合計 ２９５分 ３４分

労賃 ５時間×８０２円＝４，０１０円 ０．５時間×８０２円＝４０１円
薬剤費 ９L×６００円＝５，４００円 ６L×６００円＝３，６００円
経費合計 ９，４１０円 ４，００１円
２０１８年１０月１２日周南市鹿野ホウレンソウハウスで測定。
間口５m×長さ３０mハウス（１５０㎡）当たり

図は山口県農林総合技術センターの資料を一部改変、表は同センター資料より

山口県農林総合技術センター
ホウレ
ンソウ土壌消毒剤の混和・ビニール被覆省略

簡易処理でコナダニに防除効果

秋冬野菜収穫量４％増
２年連続３００万ｔ割れ

条件満たした堆肥の利用を
農水省の野菜衛生管理指針

１８年産キウイフルーツ
収穫量１７％減
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牧草地では、強害雑草の繁茂が問題
となる。混入割合が高いと、意図した
飼料成分にならない可能性がある。
（地独）青森県産業技術センター畜
産研究所は、牧草地で発生する強害雑
草「イタドリ」をサイレージ化して飼
料成分や嗜好性を調査した結果、乳牛
の高タンパク質飼料として利用できる
ことを明らかにした。
ほ場調査を行ったところ、牧草地に
侵入したイタドリは５月上旬から急速
に成長し、５月下旬にはオーチャード
グラス（ＯＧ）早生品種の草丈８０㎝・
乾物収量３６７㎏／１０ａ（同研究所作況試
験５月２５日刈り平年値）を上回った（表
１）。
粗タンパク質（ＣＰ）含有率は成長
にともない低下するものの、乾物収量

は増加していくので、ＣＰ収量は５月
中旬を過ぎても増える。収穫時のＣＰ
含有率は１番草、再生草ともにＯＧ出
穂期（日本標準飼料成分表０９年版）を
上回る。
１番草の繊維成分は、成長にともな
い上昇するものの、収穫時には酸性デ
タージェント繊維（ＡＤＦ）・中性デ
タージェント繊維（ＮＤＦ）ともにＯ
Ｇ１番草出穂期を下回り、２番草でも
同様に下回る。
一方、イタドリに含まれるシュウ酸
は、２％以上の含有率で中毒を引き起
こす可能性があるとされている。１番
草、２番草ともに２％を上回るが、牧
草や配合飼料との混合給与であれば問
題にならない含有率である。
牧草地からイタドリ１番草のみを採

取しミニサイロで調製したサイレージ
を、フィステル装着牛の第一胃に投入。
投入後４８時間まではほぼ直線的に消化
され、消化率は９０％を超えた。
また、サイレージのＶスコアは９３．５６
と高い発酵品質を示した。乳用牛３頭
に対して３日間、嗜好試験を行ったと

ころ、トウモロコシサイレージ及びア
ルファルファペレットよりも先に摂取
する牛が多いことから、嗜好性は高い
と判断された（表２）。
以上により、牧草地に発生するイタ
ドリは防除の必要がなく、牧草ととも
に収穫・調製することでサイレージと
しての利用が期待できることが分かっ
た。イタドリ混合割合が高ければ、収
穫草は高タンパク質・高消化性飼料と
なる。
同センターは留意点として、収穫草
はロールベールごとにイタドリ混合割
合が異なるため、精密な飼料設計が必
要な牛には給与しないこと、サイレー
ジ調製作業における脱葉などのロスの
程度は不明であることを挙げている。

養豚では、飼料費がコストの多くを
占める。国産の飼料用米はコスト削減
に有効だが、利用には混合機などの導
入や混合作業の労力が必要となる。
新潟県農業総合研究所畜産研究セン
ターは、給与試験を行い、授乳中の繁
殖雌豚への低コストで省力的な飼料用
玄米給与方法を提案した。
同センターは、配合飼料と比べて飼
料用玄米に不足する成分を補完するた
め、破砕処理（４つ割り）した玄米に
３種類のアミノ酸を添加。玄米１００㎏に
対し、リジンを０．６㎏、トレオニンを０．３
㎏、第二リン酸カルシウムを１㎏ずつ
添加して混合したものを「アミノ酸添
加米」とした。
給与試験には、２～３産の繁殖雌豚
を供試。試験区（各７頭）として、授
乳期用配合飼料のみを給与する区、同
配合飼料の３分の１をアミノ酸添加米

で混合せず置き換え
る区、同配合飼料の
３分の１を玄米のみ
で混合せず置き換え
る区を設定した。各
飼料を分娩予定の１
週間前から離乳まで
に給与し、繁殖成績
を調査した。
試験の結果、アミ
ノ酸添加米で置き換
えた区の子豚の発育
成績（表１）、繁殖

雌豚の体重の増減、離乳後の発情回帰
日数は、配合飼料のみの給与と変わら
なかった。一方、玄米のみで置き換え
た区では、子豚の離乳時一腹増体重が
他２区よりも低下した。
分娩１回当たりの飼料費を試算する
と、アミノ酸添加米で約１８００円削減で
きる（表２）。
以上により、アミノ酸添加米で配合
飼料の３分の１を置き換えると、繁殖
成績を維持したまま飼料コストの削減
効果が見込めることが分かった。また、
配合飼料との混合をする手間がないた
め省力的である。
留意点として、初産の繁殖雌豚で同
様に代替給与を行うと、アミノ酸添加
米・玄米いずれも子豚の発育成績が低
下する。２～３産でも、割合を３分の
１以上とすると他の栄養成分が不足
し、繁殖成績が低下する可能性がある。

農研機構畜産研究
部門などの研究グル
ープはこのほど、「発
電細菌」の利用によ
る新たな水質監視シ
ステムを開発した。
同システムを用いれ
ば、養豚排水の水質
測定時間の大幅な短
縮につながり、浄化
性能の向上や電力の
省エネが期待される。
水の汚れの指標としては、ＢＯＤ（生
物化学的酸素要求量）が用いられ、値
が低いほど清浄な水とされている。し
かし、現行の測定法では、結果を得る
までに５日間かかるため、水質の変化
に対応した運転制御は難しい。
同システムには、酸素がない環境で
有機物を分解する際に電気を発生する
性質をもつ「発電細菌」を用いたセン

サーが組み込まれている。排水中のＢ
ＯＤ値と菌が発生する電流の間に相関
があることを利用。測定結果は６時間
で得られ、現行法よりも大幅に短縮で
きる。
また、自動測定できるため、作業員
が取水するなどの手間は不要。ＩｏＴ
機能により水質データはＷｅｂサーバ
ーに保管され、ＰＣや手持ちのスマー
トフォンでいつでも確認できる（図）。
一定の値を超えた場合などに知らせる
機能も備える。測定したＢＯＤ値に応
じて、無駄な曝気時間を減らすなど、
効率的な運転ができると期待される。
研究グループは、農研機構の他、山
形、千葉、熊本、宮崎、沖縄の公設試
験研究機関と民間企業３社で構成。来
年度中に、同システムの販売開始を予
定している。
水質汚濁防止法による畜産の暫定排
水基準は、この７月に硝酸性窒素等が
５００mg／Lへ引き下げられたばかり。
今後も厳格化される可能性があるた
め、排水処理施設の能力向上が望まれ
る。

乳用牛群検定全国協議会はこのほ
ど、リーフレット「〈新〉周産期病の
予兆は牛群検定から素早くキャッチ
！」を公表した。５年前に発行したリ
ーフレットの内容を
改訂したもの。
新たに、分娩後６０
日までの乳成分がそ
の後の繁殖成績などに与える影響を、
過去３年の牛群検定成績１０４万頭のデ
ータを用いて解析した。
例えば、分娩後６０日以内の乳脂率が

５％以上だと、５％未満と比べて不受
胎の比率が５．４％、次産との分娩間隔
が６日間増えている。さらに、体脂肪
分解による肝臓の負担が大きいため、

淘汰される比率は
５．４％高い。
同様に、検定成績
表の乳タンパク質率

やＰ／Ｆ比などの値による傾向の違い
が示されている。
リーフレットは、同協議会のホーム
ページからみることができる。

表１ 子豚の発育成績（各飼料平均）
項目＼給与飼料 単位 配合飼料のみ アミノ酸添加米 米
哺 乳 日 数 （日） ２０．９ ２１．４ ２０．７
哺 育 開 始 頭 数 （頭） １１．９ １０．７ １２．１
離 乳 頭 数 （頭） １１．４ １０．７ １１．６
育 成 率 （％） ９６．０ １００．０ ９６．０
開始時一腹体重 （㎏） １８．６ １４．９ １８．０
離乳時一腹体重 （㎏） ７８．２ ８２．３ ７１．１
離乳時一腹増体量 （㎏） ５９．５b ６７．３a ５３．２c

注１ 配合飼料のみ：授乳期用配合飼料のみを給与，アミノ酸添加米：授乳期用配合飼料の３分の１を
アミノ酸添加米に置き換えて給与，米：授乳期用配合飼料の３分の１を米に置き換えて給与

注２ 各飼料、繁殖雌豚７頭の平均値
注３ 同一行の異符号間に有意差あり（a，b，c : P<0．05）

表２ 分娩１回当たりの飼料費
項目＼給与飼料 単位 配合飼料のみ アミノ酸添加米 米
う ち 配 合 飼 料 （円） １０，９３５ ７，１１４ ７，１９６
う ち 飼 料 用 米 （円） １，９６６ １，７９５
合 計 （円） １０，９３５ ９，０８０ ８，９９１
配合のみとの差額 （円） １，８５５ １，９４４

注 配合飼料は６３円／㎏、アミノ酸添加米は３５．１円／㎏、米は３０円／㎏で試算
表１、２ともに新潟県農業総合研究所畜産研究センターの資料を一部改変

表１ 採草地におけるイタドリの収量、飼料成分等の推移（１６～１７年 青森畜産研）
調査年度 番草 調査日 草丈

（㎝）
乾物収量
（㎏/１０a） ＣＰ ＣＰ収量

（㎏/１０a） ＡＤＦ ＮＤＦ シュウ酸

２０１６年 １番草
５月１０日 ３３ ９８ ３２．９％ ３２ － － －
５月２０日 ７６ ２３６ ２３．７％ ５６ － － －
５月２６日 １１０ ４１０ ２２．９％ ９４ － － －

２番草 ８月２日 １１７ ３２９ １４．８％ ４９ － － －

２０１７年 １番草 ５月１８日 － － ２７．８％ － １８．２％ ３８．５％ －
５月３０日 － － ２１．４％ － ２７．４％ ４０．２％ ２．６３％

２番草 ７月２０日 － － １７．２％ － ２８．７％ ５０．６％ ２．２０％
注 １ － は非調査

２ ＣＰ：粗タンパク質、ＡＤＦ：酸性デタージェント繊維、ＮＤＦ：中性デタージェント繊維

表２ イタドリと他飼料との嗜好性比較
（１７年 青森畜産研）

調査日 牛個体 ＣＳ ＡＬ ＪＫＳ

１日目

ａ １ ２ ３
ｂ ３ ２ １
ｃ ２ ３ １

順位計 ６ ７ ５

２日目

ａ ２ ３ １
ｂ ２ ３ １
ｃ １ ３ ２

順位計 ５ ９ ４

３日目

ａ ３ ３ １
ｂ ３ ２ １
ｃ １ ３ ２

順位計 ７ ８ ４
注 １ 数値は３種類の飼料の摂取順位

２ ＣＳ：トウモロコシサイレージ、
ＡＬ：アルファルファペレット、
ＪＫＳ：イタドリサイレージ

表１、２ともに青森県産業技術センター畜産研究所の資料より

青森県産業技術センター畜産研究所

牧草地雑草「イタドリ」サイレージ化
混合給与で飼料として利用可

新潟県農業総合研究所畜産研究センター
２産以降の
繁 殖 雌 豚アミノ酸添加玄米の省力的給与
配合３分の１代替で成績維持し費用減

分娩後６０日乳成分の影響
乳用牛群検定全国協議会

養豚排水のＢＯＤ測定迅速化
農研機構など、新システム開発

IoTのWebイメージ

農研機構の資料より



開 拓 情 報（7） 第737号 2019年（令和元年）9月15日（毎月１回１５日発行）

肥育牛のふん尿を良質な堆肥にする
には、発酵の促進と水分の低下が重要
となる。通気装置の無い無通気型の堆
肥舎では、ローダーなどによる切り返
しに時間や労力がかかるため、簡易に
発酵を促進できる技術が必要とされて
いる。
佐賀県畜産試験場は、市販のポリエ
チレン製全面開孔型暗きょ管（以下、
ネトロンパイプ）をふん堆肥に縦方向
に埋め込む試験を行い、自然通気で発
酵を促進する方法を考案した。
試験方法
ネトロンパイプを設置する「試験区」
と、設置しない「対照区」の２区を設
けた。期間は、両区とも１次堆肥化期
間の８週間（２週間ごとに切り返し）、
２次発酵期間の９週間（切り返しもパ
イプによる通気も行わない）の合計１７
週間とした。敷料におが粉を使用した

同試験場の肥育牛ふんを供試した。
試験区は、牛舎から運び出し１．２５ｍ
の高さに積んだふん堆肥に、縦方向（上
から）に６０㎝間隔で９本のネトロンパ
イプ（１６００円／４ｍのものを半分にカ
ットして使用した）を埋め込む（図
１）。垂直に立てるのは困難なため、
４５～６０度の角度で埋設した。また、ロ
ーダーでの切り返し時に撤去を行うた
め、地面から３０㎝離して埋め込んだ。
切り返し時の作業性を調査し、堆肥
中の水分、有機物などを測定した。堆
肥中の温度は、表層部（深さ４０㎝）と
深部（同８０㎝）を堆肥用温度センサー
で６０分ごとに測定した。
試験結果
切り返し時のパイプの撤去・再埋設
のためローダー操縦者以外にもう１人
の作業者が必要となるが、底面とのす
き間があることで切り返し時にパイプ

が破損することもなく、作業は容
易にできた。留意点として、試験
区は１次堆肥化期間で水分が低下
し過ぎて有機物の分解がなくたっ
たため、その後は加水して堆肥化
する必要性があるとしている。
堆肥の成分をみると、水分値は
試験区で５２％（開始時）→３５％（８週
目）→２７％（１７週目）、対照区で５０％
（開始時）→４４％（８週目）→３６％（１７
週目）にそれぞれ低下した（図２）。
１７週目には、試験区の方が９％水分含
量を低く抑えられた。㏗は、試験区・
対照区に大きな差が無かった。
堆肥温度の推移は、試験区で２週目
まで上昇が大きかった。８週目の物質
収支では、重量比は、試験区で６４．７％
と対照区よりも２１．６㌽重量が減少し、
終了時にはそれぞれ５４．０％、５６．０％で

同等だった。８週目の水分蒸散率は試
験区が６０．６％、対照区が３８．１％、有機物
分解率はそれぞれ２３．３％、２０．０％で、試
験区が高くなった。
以上のことから、ネトロンパイプの
埋設は、１次堆肥化期間での堆肥の発
酵の促進効果が認められた。また、パ
イプの上面は堆肥で目詰まりするが、
側面・底面にはみられなかった。高圧
洗浄機で容易に洗浄でき、曲がった部
分は人力で真っすぐに直せるため、再
利用が可能であるとしている。

畜産・酪農に携わる女性たちが連携
して設立した「全国畜産縦断いきいき
ネットワーク」の１９年度大会が８月２２
日、都内で開催された。
今年のテーマは「女（ひと）と男（ひ
と）ですすむ経営参画～ともに歩み出
そう、新しい時代へ」。生産者・関係
者など計１５９名が参加した。基調講演の
他、パネルディスカッション、恒例の
１分間スピーチなどが行われ、活発な
意見発信と情報交換で賑わった。
冒頭、小林陽子会長（三重・養豚）
は、「時代が変わっても、農は国の基、
食は命。消費者に安心安全な畜産物を
届ける農家でありたい。今も畜産は厳
しい状況。不安な時こそ、ともに活動
する仲間の存在を心強く感じる」と連
帯の強化を促した。
パネルディスカッションでは、現場
からみえる女性の経営参加のために必
要なことやメリットなどが話し合われ
た。柴田輝雄氏（秋田・酪農）は、「男
性が女性を積極的に外に出す、むしろ
出てもらうべき。自分の妻は積極的に
地域の仲間と集まり、経営や飼養管理
などで自分も知らなかった情報を得
て、帰ってきてくれる」と語った。
また、畜舎の火事を経験したメンバ
ーが、似た状況を経験したネットワー
クの仲間に教えてもらった方法で、復
旧費用を一桁以上安く抑えることがで

きた経験を語り、外に出て女性が情報
収集をする意義を改めて強調した。質
問者の問いかけには、家族協定の締結
がより進む仕組みを考えてほしい、と
いう提案も出された。
加藤美子氏（三重・和牛一貫経営）
からは、「昔は忙しくて来られなかっ
たが、仲間が諦めず誘い続けてくれた。
何度か断られても、根気よく声をかけ
続けることが大切」と、女性が外に出

やすい環境づくりのコツを、実体験
を交えて語った。他の登壇者たちや
質問者の発言から、「お茶会など小
さな会からでも積極的に集まる」・
「地域のリーダー格になれる人が情
報交換の場に連れ出す」・「農水省
などが表彰や通達で積極的に集結を
促すことが大切」とまとめた。
恒例の１分間スピーチでは、今年は
豚コレラで参加できなかった仲間に言
及する参加者が複数おり、「口蹄疫の
時に苦労したメンバーの経験も合わせ
て、家畜を殺処分することが無いよう、
畜種を超えて防疫対策に力を入れてい
こう」と呼びかけた。先崎幸江氏（福

島・和牛肥育）は、「震災の時、ネッ
トワークの人たちが支えてくれた。そ
の助け合いをきっかけに、家族も行っ
てこいと毎年送り出してくれる。こう
した助け合いの輪は大切だ」と語った。
最後に、田中真紀子氏（神奈川・酪
農）の朗読による大会宣言が採択され、
閉会した。

近年、日本全体の高温化により全
国的にナルトサワギクの発生が確認
されている。特に、本州中部から九
州にかけて問題になっているため、
形状・特徴を覚え、発見次第駆除す
ることが重要となる。
マダガスカル原産の特定外来植物
で、元々は温暖な地域のみで確認さ
れていた。
繁殖力が非常に強く、どこにでも
生える。タンポポに似た綿毛を風で
飛ばし、１年中増殖する。アルカロ
イド系の毒があり、放牧地などで牛
が誤って食べると中毒症状を起こ
す。嘔吐・下痢・肝障害などの被害
が出る恐れもある。

○見た目の特徴
花の直径は１円玉程度の大きさ。花
は黄色で、花びらにはギザギザはなく、
平坦な形をしている（写真）。花も葉
も小ぶりだが、高さは５０㎝以上になる。
また、地際で枝分かれし広がっている。
花の枝が何度も枝分かれしており、葉
の側面には小さなトゲが並んでいる
が、変異の多い植物のため、様々な形
の葉が存在する。また、葉の根元が茎
に巻き付いているのが特徴。
○対策方法
最も有効な対策は、根ごと抜き取る
こと。根は比較的浅く、抜き取りやす
い。手やスコップで抜き取る。素手で
触っても害はないが、人体への影響が
あるため、植物体の汁に触れないよう、
軍手・長袖を着用する。地際で刈り取
る手法も考えられるが、広範囲に繁殖
している場合を除き、人手による抜き

取りが望ましい。また、未開花状態の
ものも混在していることが多いので、
花が咲いていなくても抜き取る。
植物体（種子含む）の移動は法律で
禁止されているため、その場で袋に詰
め、引き抜いた場所付近で２～３日天
日にさらして枯死させる。枯死後は、
燃えるゴミとして処分できる。刈り取
っても枯れていない限り毒性があるの
で、飼料などへの混入を避けるため、
野積みは避ける。

佐賀県畜産試験場
肥育牛ふん堆肥暗きょ管設置で発酵促進

安価で作業効率向上

女性が積極的に情報収集を
全国畜産縦断いきいきネットワーク大会

ナルトサワギクの特徴ナルトサワギク中毒の対策
牛の誤食に注意

千葉県生物多様性センター資料より作成



開 拓 情 報2019年（令和元年）9月15日 第737号 （8）（毎月１回１５日発行）
���������������������������
���������������������������
���������������������������
���������������������������
���������������������������
���������������������������
���������������������������
���������������������������

牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

節約志向で、乳
牛去勢・交雑種
はもちあいか

長梅雨明けから全国的に気温が上昇
し、８月は猛暑となった。消費の盛り
上がりに欠け、相場はやや弱含みで推
移した。１０月からの消費税増税にとも
なう出費増の影響により、牛肉の買い
控えが懸念される。
【乳去勢】８月の東京市場乳牛去勢
Ｂ２の税込み平均枝肉単価（速報値、
以下同じ）は１０２０円（前年同月比９８％）
となり、前月に比べ４円上げた。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、９月の乳用種の全国出荷頭数を前
年並みの２万７４００頭（１００％）と見込ん
でいる。９月の輸入量総量は５万１９００
ｔ（９９％）と予測。うち冷蔵品は、前
年、台風による倉庫の浸水被害などで
同月の輸入量が少なかったことから、
かなり上回る２万２３００ｔ（１０７％）、冷
凍品は現在の在庫量が高水準であるこ
とから、下回る２万９６００ｔ（９４％）と
している。
【Ｆ１去勢】８月の東京市場の交雑種

（Ｆ１）去勢税込み平均枝肉単価は、Ｂ
３が１６７７円（前年同月比１０９％）、Ｂ２
は１５４４円（１１４％）となった。前月に比
べ、それぞれ４１円、２７円上げた。
同機構は、９月の交雑種の全国出荷
頭数を１万９０００頭（９９％）と、引き続
き前年を下回ると予測している。
【和去勢】８月の東京市場の和牛去
勢税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２３７５

円（前年同月比９７％）、Ａ３は２１７３円
（９９％）となった。前月に比べ、それ
ぞれ２５円、１５円下げた。出荷頭数の増
加などから、前月に比べやや弱含みで
推移した。

同機構は、９月の和牛の
全国出荷頭数を３万７１００頭
（１１０％）と、引き続き前年
をかなり上回ると予測して
いる。全品種の出荷頭数は、
８万５０００頭（１０４％）と見込
んでいる。
消費税増税がスタートす
る。消費者の低価格志向、
節約志向が一層強まること
が予想される。また、外食は
軽減税率の対象外のため、
影響が大きいとみられる。
需要の端境期に入り、全
体的に荷動きが鈍くなる。
今年は、消費者の出費の切
り詰めが加わる。高値の和

牛は、出荷頭数が増えていることもあ
り、上位等級が弱含む一方、３等級は
堅調な展開となるか。乳牛去勢、交雑
種は出荷頭数が少ないことと値ごろ感
から、大きな下げはなく、もちあいの
推移が予想される。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳牛去勢Ｂ２が１０００～
１０５０円、Ｆ１去勢Ｂ３が１６００～１６５０円、
Ｂ２は１５００～１５５０円、和牛去勢Ａ４が
２３００～２４００円、Ａ３は２１５０～２２５０円で
の相場展開か。

出荷減る可能性
も在庫多く、相
場は弱気配に

８月の東京食肉市場税込み平均枝肉
単価は、上物が５６１円（前年同月比
９１％）、中物は５４１円（９３％）となった。
前月に比べ、上物は１円下げ、中物は
７円上げた。
猛暑の影響で全国的に出荷頭数が鈍
ったが、量販店等では輸入品の取り扱
いが多い。上・中旬は堅調だったが、
下旬には軟調な展開になった。
農水省の肉豚生産出荷予測による

と、９月は前年同月を上回る１２９万５０００
頭（前年同月比１０３％、過去５年同月平
均比９８％）、１０月は下回る１４２万頭
（９５％、９９％）と見込んでいる。

農畜産業振興機構の需給予測による
と、９月の輸入量は総量で７万３４００ｔ
（１０６％）の見込み。内訳は、冷蔵品が
３万１７００ｔ（１０４％）、冷凍品が４万１７００
ｔ（１０８％）。国産品と輸入品を合わせ
た９月末の期末在庫量は２２万２５００ｔ
（１３３％）と、前年同月を大幅に大きく
上回ると予測している。
出荷頭数は、豚コレラや豚伝染性下
痢（ＰＥＤ）の発生、残暑の影響で、
予測を下回る可能性がある。他方、在
庫量が例年になく多く、荷余り感から、
需給が緩む見込み。相場は弱気配の展
開が予想される。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が５２０～５５０円、
中物は４７０～５００円での相場展開か。

乳子牛は高値継
続し、和子牛は
もちあいか

【乳素牛】８月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（左表、暫定値）
は、乳去勢が２２万２２３３円（前年同月比
９７％）、Ｆ１去勢が４６万５１９３円（１０５％）
となった。前月に比べ、それぞれ３１９０
円、３万３７８０円下げた。Ｆ１去勢は、北
海道や東海で値を下げた。
両品種の枝肉相場は依然堅調に推移
していることから、高値が継続すると
予想される。
【スモール】８月の全国２４市場の１
頭当たり税込み平均価格（農畜産業振
興機構調べ、暫定値）は、乳雄が１０万
９１１４円（前年同月比９３％）、Ｆ１（雄雌
含む）は２８万１８２１円（１１１％）となった。

前月に比べ、それぞれ２万５６９３円、４
万３０２円下げた。暑熱ストレスの懸念な
どから、引き合いが鈍った。
乳用牛群検定全国協議会公表の「子
牛の生産予測情報」によると、１９年４
月～２０年１月の乳用種雄と交雑種雄雌
の出生頭数は、ともに前年同期に比べ
減少する見込み。品薄傾向が続き、高
値の展開が予想される。
【和子牛】８月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、７９万
８３８５円（前年同月比９９％）となった。
前月に比べ１３７８円下げた。偶数月で開
催市場は少なかったが、枝肉相場が振
るわず、ほぼ横ばいだった。
和牛枝肉相場は、弱含みの展開が予
想されている。当面、子牛の相場はも
ちあいの展開が続くか。

農水省がこのほど公表した１８年度
食料需給表によると、肉類（牛・豚
・鶏肉、その他の肉）の重量ベース
の自給率は前年度に比べ１㌽低下
し、５１％となった。１５年度から４年
連続で１㌽ずつ低下した。需要の高
まりを背景に、輸入品の割合が高ま
っている。
肉類の国内生産量（枝肉換算、以
下同じ）は３３６万６千 t（前年度比
１．２％増）、輸入量は３１９万６千 t
（２．２％増）だった。国内生産量のう
ち、牛肉は４７万６千 t（１．１％増）、
豚肉は１２８万２千 t（０．８％増）、鶏肉
は１６０万 t（１．６％増）。輸入量のうち、
牛肉は８８万６千 t（８．４％増）、豚肉
は１３４万５千 t（０．９％減）、鶏肉は９１
万４千 t（１．０％増）だった。
国内生産量と輸入量の合計から輸
出量を差し引き、在庫の増減量を考
慮した「国内消費仕向量」は、肉類

全体で６５４万５千 t（２．１％増）だった。
畜種別の自給率（国内生産量／国内
消費仕向量×１００）は、牛肉が前年と同
じ３６％、豚肉が３年連続１㌽低下の
４８％、鶏肉が前年と同じ６４％となった。
なお、飼料自給率（１８年度：１㌽低
下の２５％）を反映してカロリーベース
で計算すると、肉類全体で７％、牛肉
は１０％、豚肉は６％、鶏肉は８％にな
る。
肉類の国民１人・１年当たり供給純
食料（精肉換算、年間消費量に相当）
は、３３．５kg（２．３％増）だった。うち牛
肉は６．５kg（３．４％増）、豚肉は１２．９kg
（１．１％増）、鶏肉は１３．８kg（２．９％増）
と、３畜種とも増えた。
近年、肉類の消費量は増加傾向で推
移しているが、国内生産量の伸びが小
幅で供給量が不足している。そのため、
輸入量が増え、自給率は低下傾向で推
移している。

８月の子牛取引状況 （頭、kg、円）

ブ ロ ッ ク 品種
頭 数 重 量 １頭当たり金額 円／㎏

当月 前月 当月 前月 当月 前月 当月 前月

北 海 道
乳去 ６９７ ７０７ ３０１ ２９９ ２２１，４８０ ２２７，５１６ ７３６ ７６１
Ｆ１去 ６９８ １，１０３ ３２１ ３１８ ４６３，２５９ ５０７，４０２ １，４４３ １，５９６
和去 １，０１６ １，７９３ ３１２ ３１１ ７６５，０８７ ７９６，２３１ ２，４５２ ２，５６０

東 北
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 １１ １２ ３０２ ３０６ ４５９，７８５ ４５６，３００ １，５２０ １，４９０
和去 １，６９５ １，９０１ ３０６ ３０６ ７８０，０３４ ７５７，１１１ ２，５５１ ２，４７３

関 東
乳去 １９ １１ ２９２ ２５０ ２４７，３７７ １９５，３８２ ８４８ ７８２
Ｆ１去 １４０ １３５ ３０２ ３１０ ４５１，６３２ ４８６，２７１ １，４９７ １，５６６
和去 ９４１ ７８０ ２６４ ２６６ ７５９，６２５ ７２７，５６５ ２，８７５ ２，７３３

北 陸
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 － － － － － － － －
和去 － ７７ － ２８１ － ７２０，８２２ － ２，５６５

東 海
乳去 １４ ７ ２８７ ２９０ ２５９，８１７ ２８３，１１４ ９０５ ９７６
Ｆ１去 ８９ ７４ ２９９ ３０４ ４３８，６２５ ４８４，２３４ １，４６５ １，５９３
和去 ２６１ ３９３ ２４８ ２６７ ７７２，１７４ ７９０，８３５ ３，１１７ ２，９５９

近 畿
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 － １ － １４０ － ３２５，０８０ － ２，３２２
和去 １８４ ４０３ ２５４ ２５５ ９２９，２６３ ９５７，７３７ ３，６５９ ３，７５７

中 四 国
乳去 ６６ １０２ ２７４ ２７９ ２０２，８１０ ２０６，７４６ ７３９ ７４０
Ｆ１去 ２１５ ２２６ ３０５ ３０９ ４８３，４０７ ４８９，４５５ １，５８２ １，５８６
和去 ６３２ ７４９ ２８７ ２９０ ７６１，１３８ ７７４，７７５ ２，６５６ ２，６６９

九州・沖縄
乳去 ３２ ３７ ２８４ ２８３ ２４７，３２０ ２３４，９４４ ８７０ ８３０
Ｆ１去 ２８５ ３５３ ３１７ ３１３ ４７１，３５７ ４８８，６２１ １，４８８ １，５６３
和去 ６，２１１ ９，５２５ ２９２ ２９２ ８１５，７２７ ８１０，９５１ ２，７９６ ２，７７８

全 国
乳去 ８２８ ８６４ ２９８ ２９５ ２２２，２３３ ２２５，４２３ ７４６ ７６４
Ｆ１去 １，４３８ １，９０４ ３１４ ３１５ ４６５，１９３ ４９８，９７３ １，４８２ １，５８４
和去 １０，９４０ １５，６２１ ２９１ ２９３ ７９８，３８５ ７９９，７６３ ２，７４４ ２，７３０

注 : （独）農畜産業振興機構の公表データを基に本紙集計、当月は暫定値。
価格は消費税込み、重量・金額・単価は加重平均。－は上場がなかったことを示す。
関東ブロックは山梨県、長野県、静岡県を含む。

重 量
ベース 肉類自給率、５１％に低下

１８年度年間消費量は２．３％増

消
費
者
低
価
格
志
向
強
く

畜産物需給見通し畜産物需給見通し


